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図 1　数多くの企業が進出している三河湾の埋立地

1.1 事業の趣旨・目的

　本事業対象の東三河地域では、南海トラフを震源とするＭ９クラスの巨大地震の発生が懸念されており、各市町村

で地域防災力を高めるためのさまざまな取り組みが進められている。特に我が国有数の貿易港である三河湾が被災し

た場合、国内外のサプライチェーンにも甚大な影響が及ぶため、湾に面して立地する企業では、人的被害と経済的損

失を最低限に抑える対策が急務となっている。

　数多くの企業が進出している湾内の埋立地（図 1）では、自然災害の発生にともなう津波や液状化による被害も懸念

されることから、地域特性を考慮した対策を講じる必要があり、また、被害が広範囲に及ぶことが予想されることか

ら（図 2）、企業が個別に対策をすすめること以外に、関係主体間で連携して防災力向上に努めていく必要がある。

　本事業では、主として三河湾に面して立地する企業の防災対策を促進する手法として、平時から防災対策に主体的

に取り組み、発災時にも状況に応じた適切な判断と行動がとれる防災担当者を養成するための教育プログラムを開発

することを目的とする。

　事業の実施主体である豊橋技術科学大学安全安心地域共創リサーチセンター（以下、表記を「CARM」と略すことがある）

において、平成 27 年度事業で開発してきた防災教育プログラムの成果を基盤として、企業による防災活動団体・関係

自治体、東海圏の大学との連携強化をすすめながら更なるプログラム拡充を行うことにより、防災担当者の実践力や

課題解決力の向上に寄与する有用性の高い防災教育プログラムを開発する。

1.2　本事業で育成する防災担当者像

　本事業では、東三河地域の臨海部に立地する企業の防災担当者を主な対象とし、以下の適性を有する人材の育成に

貢献する防災教育プログラムを開発する。

　　① 平時から企業の防災対策に寄与できる人材

　　② 発災時に状況に応じた適切な判断と行動がとれる人材

　　③ 上記①、②を推進するための正確な知識と手段を習得した人材
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図 2　「過去地震最大モデル」による想定（左：震度分布、右：液状化危険度分布）

出典：愛知県防災会議地震部会（平成 26 年 5 月）

1.3　事業参加機関

　本事業の主な参加機関は表 1の通りである。

　CARM を事業実施主体として、地元の企業・自治体等から三河湾を臨む蒲郡市、豊川市、豊橋市、田原市の 4 市の地

先に造成された 5 つの埋立地（蒲郡地区、御津地区、神野地区、明海地区、田原地区）に立地する企業がそれぞれつ

くる防災活動団体（蒲郡地区委員会防災部会、御津臨海企業懇話会、神野地区防災自治会、明海地区防災連絡協議会、

田原臨海企業懇話会）とその事務局を担当している自治体あるいは第 3 セクター（蒲郡地区：蒲郡港営施設（株）・蒲

郡市建設部土木港湾課、御津地区：豊川市産業部企業立地推進課、神野地区：豊橋市産業部みなと振興課、明海地区：

（株）総合開発機構、田原地区：田原市企画部企業立地推進室）の協力を得た（地先の埋立地は、概ね工業専用地域（一部、

工業地域あるいは準工業地域）であり、学校・図書館などの文教施設や病院・ホテルなどが建設できないため、企業

がつくる防災活動団体の事務局は、防災を主業務とするセクションではなく、企業誘致や港振興等を主業務とするセ

クションが担当している）。

　また、東海圏にある 6 国立大学の防災センター（岐阜大学地域減災研究センター、静岡大学防災総合センター、名

古屋大学減災連携研究センター、名古屋工業大学高度防災工学センター、豊橋技術科学大学安全安心地域共創リサー

チセンター（CARM）、三重大学地域圏防災・減災研究センター）でつくる東海圏減災研究コンソーシアム（2013 年 3 月

設立）と連携し事業を進めた。

1.4　実施項目と実施体制

　本事業では、大きくは次の①～④のことを行う。

　　① 特色ある 3つの防災教育プログラムの開発

　　② e ラーニングプログラムの整備

　　③ 実証講座「東三河防災カレッジ」の実施

　　④ 普及・啓発活動

　事業の実施体制は図 3の通りである。

　事業主体である安全安心地域共創リサーチセンター（CARM）を中心に、本事業において開かれた意見交換の場とし

て 2014 年 7 月に設置した「東三河防災・減災連絡会」（旧名称：三河港湾防災・減災連絡会）を活用し、事業参加機

関である地元の企業・自治体から協力を得、また、東海圏減災研究コンソーシアムに参加する各大学の防災センター

と人材育成の取り組み情報を共有しながら、防災教育プログラム開発を行う。地域性を踏まえた特色あるプログラム

の開発のため、設計段階では要望や意見の収集や共同開発提案を行い、参加機関との積極的な連携を図る。昨年度ま

でに開発した教育プログラムについては、教材テキストの冊子化と同時に e ラーニングプログラムの整備も行い、プ
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図 3　実施体制

表 1　参加機関

ログラム利用者の獲得に向けた取り組みも進める。

　開発したプログラムの実証は、豊橋技術科学大学の社会人向け実践教育プログラムの 1 つとして位置づけられてい

る社会人を対象とした講座「東三河防災カレッジ」（旧名称：地域地震防災コース）において行う。

　また、それと並行して開発した防災教育プログラムの普及を図るため、シンポジウムを開催する他、防災情報共有

Web サイトを更新し、プログラム及びそれと関係する情報の集約・整備・発信を行う。
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表 2　防災教育プログラム開発推進員

1.5　事業推進員・参加機関からの代表者名簿

　防災教育プログラムは、本事業において雇用した事務補佐員をふくむ CARM 所属メンバー 5 名と大学の事業支援担当

3 名を中心として開発を行った（表 2）。本事業における地元の企業・自治体からの参加機関で構成する東三河防災・

減災連絡会のメンバーは表 3 の通りである。防災教育プログラムにおける地域共同開発の講座拡充を視野に、昨年度

に比べメンバーの増員を図った。一方、人事異動や組織体制の変更等にともなうメンバーの入れ替わりがあった。運

営事務局運営は、初動期から引き続き CARM が担当した。

表 3　東三河防災・減災連絡会員
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1.6　事業スケジュール

　実施項目に対する事業スケジュールが図 4である。

　1）企画運営会議（スタッフ会議）

　安全安心地域共創リサーチセンター（CARM）の防災教育プログラム開発推進員を中心に、月 1 回を目安にセンター

構成員を招集し事業の実施項目について議論する。

　2）東三河防災・減災連絡会

　表 3 の会員全員を招集する会を、防災教育プログラム検討時、実証後、事業期間終了後にそれぞれ開催予定。それ

以外に、防災教育プログラムで行う共同開発テーマを具体化する際に、会員間で個別に集まり検討を行う。

　3）調査・情報収集

　今年度あるいは次年度以降の防災教育プログラムの拡充を視野に、ニーズの掘り起こしと先行事例調査を随時行う。

今年度は主に、熊本地震関連の調査、東海圏減災研究コンソーシアムでの情報収集、東三河地域の重点課題把握及び

企業・自治体との連携体制構築に力を入れる。

　4）防災教育プログラム開発

　表 2 のメンバーを中心として、上記 2) の関係者の意見・要望、3）の結果を参考に開発を行う。今年度は、前年度

までに開発したプログラムを「メカニズム学習講座」と位置づけした上で、新たに 2 つのプログラム開発に取り組む。

１つは、自然災害の発生や防災についての正確な知識習得が目的の「メカニズム学習講座」に比べ、実践対策者向けの「実

践力養成講座」、もう１つは、この東三河地域の課題の理解や課題の解決方法を考える実習型の「地域課題探究ツアー」

を開発する。なお、今年度プログラムについては、実証講座を行う期間を念頭に、8月～ 9月中旬の期間に開発する。

　5）eラーニングプログラムの整備

　昨年度までに準備した e ラーニング教材 8 科目の試験公開の準備を行う。試験公開は、実証講座の実施と時期をあ

わせ、すでに豊橋技術科学大学でよく利用されている e ラーニングプラットフォーム「Moodle」上で行う。また、次

年度以降での活用のため、今年度新しく開発するいくつかの防災教育プログラムについて、実証講座終了後に e ラー

ニング教材として整備する。

　6）実証講座「東三河防災カレッジ」の実施

　4）で開発した防災教育プログラムについて実証講座を行う。前年度までに開発したプログラムに加え、今年度に新

しく開発する 2つのプログラムの実証講座も行う。開発したプログラムに対する評価は、実証講座受講者へのアンケー

トと「東三河防災・減災連絡会」委員によって行う。

　7）普及・啓発活動

　前年度までに開発したプログラムの実証講座で使用したテキストを編集し、対象とする防災担当者等に広く配布で

きるよう冊子化を行う他、本事業で開発したプログラムの普及と、この東三河地域の市民全体の防災意識を高めるこ

とを目的とした防災シンポジウムを 12 月に開催する。さらに、本事業の成果報告書を関係機関等に広く配布する。

図 4　事業スケジュール
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図 5　3つのプログラムの特色

2　防災教育プログラムの開発

2.1　開発するプログラムの概要

　本事業では、企業の防災担当者育成に資する 3つのプログラムを開発する。

　　1）メカニズム学習講座

　　2）実践力養成講座（※）

　　3）地域課題探究ツアー（※）　　（※）＝新規開発プログラム

　各プログラムの特色は、図 5 の通りである。前年度までに開発したプログラムを本事業では「メカニズム学習講座」

と位置づけると同時に、新たに 2 つのプログラムを開発する。前年度までに開発したプログラムが CARM の教員を中心

に開発をしてきた。これに対し、新規開発のプログラム「実践力養成講座」と「地域課題探究ツアー」は、企業防災

に従事する企業の防災担当者や自治体職員からのニーズ等を考慮の上、積極的に外部講師の登用や連携機関との協働

を図ることで開発する。

2.2　今年度開発目標と実証講座へのアウトプット

　2017 年度末までの開発目標として「メカニズム学習講座」の教材 8 科目、「実践力養成講座」の教材 8 科目、「地域

課題探究ツアー」の教材 4 科目の開発を計画している（図 6）。そのうち、「メカニズム学習講座」の教材 8 科目につい

ては、前年度までに開発済であるため、今年度の開発目標は「実践力養成講座」の教材 4科目、「地域課題探究ツアー」

の教材 2科目である。残りの教材 6科目分は次年度事業で開発を行う。

　以上のことから、今年度の実証講座へのアウトプットとして「メカニズム学習講座」8科目、「実践力養成講座」4科目、

「地域課題探究ツアー」2 科目の計 13 科目の実施を検討する。各プログラムのアウトプットの方法は次の通りである。

防災に関する一般知識も含まれる「メカニズム学習講座」と内容の地域性を重視する「地域課題探究ツアー」については、

企業の防災担当者でなくとも参考になる部分もあることから、企業の防災担当者枠とは別枠を設けることを検討する。

各プログラムの定員は、前年度までに実証講座にみられた傾向に基づいて設定する。開発する教材には実技講習やワー

クショップも含まれるため、実証講座の会場を選ぶ際は、科目ごとに利用のしやすさについても検討する。

　以上のプログラムについて、今年度の実証講座受講者数は 100 人（延べ人数）、うち修了条件を達成する者（出席や

ノルマを達成した者）の人数は 20 人を目標として実施する。
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図 6　開発目標とアウトプット

2.3　有効性の検証

　開発した防災教育プログラムの有効性は、以下の方法を用いて検証する。

　1) 実証講座受講者へのアンケート調査

　　【調査事項】

　　・プログラムに対する総合満足度

　　・取扱い科目の充実度

　　・実施科目数

　　・1科目あたりの時間数

　　・科目の難易度

　　・知識向上への役立ち度

　　・防災対策への役立ち度

　　・テキストの実用性

　　・授業カルテの実施（理解度テスト）

　　・eラーニングの整備

　　・実証講座会場の選定

　2)「東三河防災・減災連絡会」メンバーへのヒアリング調査

　　【調査事項】

　　・ニーズとのマッチング

　　・プログラム設計のプロセス

　　・プログラムの完成度

2.4　事業期間終了後の見通し

　現段階では、今年度と次年度でそれぞれ 6 科目ずつ教材を開発し、前年度までに開発した教材 8 科目とあわせ、計

20 科目の教育プログラムとして整備することを計画している。一方、期せずして本学でも今年度より社会人向け実践

教育プログラムという社会人を対象としたキャリアアップ支援プログラムの整備がはじまる予定になっている。そこ

で本事業では、開発した教育プログラムが本学の推進する社会人向け実践教育プログラムとして位置づけられること

第 2章
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図 7　事業期間終了後の計画

を目指し、そのために、事業期間終了後も教育プログラム開発を引き続き行う。

　計画目標としては、教育プログラムを履修証明プログラム制度の要件を満たせるよう次の 4 つの取り組みを通じて

拡充していくと同時に、プログラム運用のための体制・しくみを構築する（30 ～ 32 年度）。

　　・本学学部・大学院講義の一部を開放

　　・自治体等の防災講座との連携（単位互換協定の締結）

　　・「東三河防災・減災連絡会」との連携強化

　　・大学間連携の強化

　また、上記と並行してプログラムをフォローアップする以下 3つを整備する。

　　・教育支援システムの拡充（教材の e- ラーニング化等）

　　・防災情報共有 Web サイト「つながる防災」（http://carm.tut.ac.jp/bousai_archives/）の整備

　　・SNS（twitter、facebook 等）を利用した積極的な情報発信
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2.5　開発した 3つのプログラム

　以上の枠組みのもと、今年度は 3 つのプログラムを開発した。開発に要した期間は、事業の事前相談とニーズ調査

を兼ねた関係機関訪問に約 1ヵ月、プログラム設計に約 2ヵ月である。開発したプログラムは次の通りである。

　（1）メカニズム学習講座

　このプログラムは、前年度までに主にCARM所属の教員が開発した科目（全8科目）で構成した。科目の新規開発はせず、

一部の科目について内容改訂のみを行った。

第 2章
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　（2）実践力養成講座

　このプログラムは、今年度と次年度で開発予定の新規科目で構成する。2 年間で開発予定の 8 科目のうち今年度は 4

科目を開発目標としていたが、結果的に目標よりも 1科目多い 5科目の開発を行った。

　開発した科目の「救命救急講習」と「避難所運営ゲーム HUG」については、豊橋市の主催で毎年行っている市民向け

の防災講座「とよはし防災リーダー養成講座」の科目の一部である。市の防災講座の科目には、対象者は異なるもの

の企業の防災担当者にとっても有用性があると思われるものがいくつかみられたことから、当該講座の運営を担当し

ている豊橋市防災危機管理課に本学から相談をもち掛け、双方の講座間連携の企画として実施した。

第 2章
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　「企業の事業継続計画とマネジメント」については、「メカニズム学習講座」のほぼ同タイトル「事業継続計画とマ

ネジメント」の実践版として、企業のリスクコンサルティングを行っている実務者に演習を含む科目の開発を依頼した。

　「地震 ITSUMO 講座」と「臨海部産業施設の強靭化と課題」については、企業の防災担当者や自治体職員へのニーズ

調査から得られた意見を反映して開発した科目である。前者については、明海地区の事業者に話をうかがった際に、

救護所の設置やドクターヘリによる救助を地区の取り組みとして検討中であるという話があったことを踏まえ、災害

直後の応急手当やそれを想定した備えなど過去の震災の教訓から得られた知恵に学ぶ科目をと考え、阪神・淡路大震

災を機に、全国だけでなく世界を駆けまわって防災教育の普及に取り組んでいる NPO 法人に科目の開発を依頼した。

また、後者については、田原地区や御津地区の自治体職員に話をうかがった際に、液状化対策を地区の取り組みとし

てどう進めていけばよいのかわからないという話があったことを踏まえ、臨海部産業施設に対する技術支援や液状化

対策工法の開発に研究と実務の両面から従事している先生に科目の開発を依頼した。

第 2章
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　（3）地域課題探究ツアー

　「実践力養成講座」と同様にこのプログラムも、今年度と次年度で開発予定の新規科目で構成する。2 年間で開発予

定の 4科目のうち今年度は 2科目を開発目標としていたが、結果的に 1科目のみの開発となった。

　開発した科目「ものづくりの現場から防災の重点課題を考える」は、御津地区に立地する企業 2 社（昭和電線ケー

ブルシステム（株）愛知工場・天狗缶詰（株）三河工場）との共同開発である。三河湾臨海部の産業施設の多くは製

造業の工場で、自動車関連の占める割合が高い。一方、今回とりあげた御津地区のようにそれ自動車関連以外の工場

が占める割合の高い地区もあり、そうしたところでも毎日何らかの製品が生み出され私たちの暮らしを支えている。

開発の発端は、そうした企業の製品やものづくり工程をよく知り、地区の魅力として地区の内外の人たちで共有する

ところからはじめる防災のあり方を考えたいと思ったところにある。本事業を通じてかねてから顔を合わせる機会の

あった 2 社の防災担当者に本学から依頼し、その 2 社の防災担当者と製品の製造過程を含めた工場施設の見学プログ

ラムの検討を行った。

　2.6　フォローアップ・コンテンツの整備

　以上のプログラム開発とあわせ、実証講座の実施におけるフォローアップ・コンテンツとして、前年度から整備を

すすめていた e ラーニング、防災情報共有 Web サイト（「つながる防災」）及び SNS（twitter/facebook など）の運用

に向けた準備を行った。

　（1）eラーニング

　豊橋技術科学大学で利用している e ラーニング・プラットフォーム「moodle」に、実証講座実施期間において受講

者が復習や自習等の目的で閲覧ができるよう前年度までに開発したプログラムの科目8本の実証講座動画をアップロー
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図 8　学外利用者のためのアカウントの整備

ドすると同時に、学外利用者向けのアカウント発行

のための手続きや整備を行った（図 8）。開発担当者

の都合次第で年度によっては実証講座を実施できな

い科目も今後出てくると思われることから、新規プ

ログラムの開発や科目の改訂とあわせてこの e ラー

ニングについても拡充していく予定である。

　（2) 防災情報共有 Web サイト／ SNS

　本事業では、プログラム開発のプロセス共有やプ

ログラムの普及を図るために、防災情報共有 Web サ

イト「つながる防災」（管理責任者：CARM）を設置し、

情報の集約・整備・発信を行ってきた。今年度は、「つ

ながる防災」をさらに積極的に運用していくために、

SNS を活用した情報発信に着手した。

　比較的多くのユーザーによく利用されている SNS

（facebook、twitter、instagram、line）のアカウン

トを取得し（図 9）、「つながる防災」に掲載した情報

を SNS でも発信している（2016 年 8 月～）。

　（3）外国人市民用翻訳教材

　この東三河地域には、ブラジル人をはじめとして

多くの外国人市民が暮らしている。臨海部の企業で

働く外国人労働者も少なくない。近年では、公営団

地暮らしではなく戸建住宅や民間賃貸住宅暮らしを

する外国人市民もみられるようになった。街中には

すでに当たり前のように外国人市民が溶け込んでい

る。この東三河地域の防災力向上のためには、外国

人市民が当たり前にいる街であることを踏まえた、

多文化の街の防災教育のあり方について今後検討し

ていく必要がある。本事業では、開発したプログラ

ムの多言語翻訳による外国人市民向け教材作成にも

着手した。これに先立ち今年度は、プログラムの一

部を英語、ポルトガル語、タガログ語、中国語の 4ヵ

国翻訳し（図 10）、同時に地域自治体として豊橋市及

び豊橋市国際交流協会と企画調整を行い防災教育の

普及に向けた検討を行っている。

図 9　SNS を利用した情報発信
（上段 twitter、下段 instagram）

図 10　翻訳テキスト（中文）
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図 11　実証講座の開催ちらし

図 12　冊子化した配布用教材
（「メカニズム学習講座」テキスト）

3　実証講座「東三河防災カレッジ」の実施

　3.1 実証講座の概要

　今年度は、新規プログラム開発にともない前年度の実証講座「地域地震防災コース」から「東三河防災カレッジ」

と名称変更して実施した（図 11）。実施した科目数は、プログラムごとに「メカニズム学習講座」7 科目、「実践力養

成講座」5科目、「地域課題探究ツアー」1科目である。「メカニズム学習講座」は 8科目あるが、うち 1科目については、

今年度は開発担当者の都合により、e ラーニングのみの提供とした。なお、実証講座のうち「メカニズム学習講座」に

ついては、受講料無料のコース制プログラムとして実施し、「実践力養成講座」と「地域課題探究ツアー」については

有料の選択制プログラム（自治体職員講座のみ無料）として実施した。

東
三
河
防
災
カ
レ
ッ
ジ

東三河
防災カレッジ

東三河
防災カレッジ

　（1）対象・定員

　今年度の実証講座から一部プログラムについては、企業

の防災担当者ではない団体・組織等に所属する希望者を受

け入れる枠を設けた。「メカニズム学習講座」は定員 50 名

とし、企業の防災担当者 30 名、それ以外の団体・組織等

に所属する希望者 20 名を目安に受入れることにした。「実

践力養成講座」は各科目定員 50 名とし、基本的には企業

の防災担当者を受け入れることにした。また、「地域課題

探究ツアー」は定員 25 名とし、こちらも「メカニズム学

習講座」と同様、企業の防災担当者以外の希望者も受け入

れることにした。

　（2）実施期間

　当初の計画どおり、10-11 月の 2 ヵ月間に概ね収まるよ

う開発担当者の都合、会場施設の空き状況、開催日の間隔

をみながら決定した。今年度は10月6日（火）に講座開講し、

12 月 14 日（水）に終了する日程で実施した（表 4～表 6）。

　（3）時間数

　各プログラムの時間数は、「メカニズム学習講座」は 2

時間の科目が 8 本（うち、e ラーニング 1 本）でガイダン

ス含め合計 17 時間、「実践力養成講座」は 2 時間の科目が

3 本、3 時間の科目が 2 本で合計 12 時間、「地域課題探究

ツアー」は 4 時間である（プログラム全体の合計時間数＝

33 時間）。

　（4）配布用教材

　「メカニズム学習講座」用の教材は、本事業開始時点で

すでに用意があったため、受講者が利用しやすいよう、編

集して 1 冊の本にまとめた（図 12）。「実践力養成講座」の

各科目については、各開発担当者に講演スライドや配布用

資料を用意してもらいそれを講座毎に配布した。

　（5）会場利用の申請

　当初の予定では科目の内容等に応じた会場の利用を考え

ていたが、動きはじめた 8 月時点ですでに実証講座を開始

する 10 月は貸し利用施設の空きがほとんどなく、10 月実

施の講座分に関しては、学外での実施が難しいとの判断に

至った。そのため、前年度開発の科目で構成し CARM 教員

が開発担当「メカニズム学習講座」については、内容の一

第 3章
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部改訂を行っているとはいえ前年度すでに実証講座を実施

済であることから、豊橋技術科学大学内の空き施設を利用

することにした。一方、「実践力養成講座」については、講

習や演習（ワークショップ等）ができるよう舞台稽古など

によく利用される会場の空き状況を優先して決定した。な

お、「地域課題探究ツアー」については、会場ではなく移動

手段の手配が必要であったため、貸切バスの借上手続きを

行った。

　（6) 修了条件：スタンプカードの作成

　今回は、スタンプカード台紙を作成し、ポイント数に応

じた修了証の発行を行った（図 13）。1 回出席するごとに 1

点付与するものとし、「メカニズム学習講座」については（ガ

イダンス含め）8 点、「実践力養成講座」と「地域課題探究

ツアー」についてはあわせて 4 点たまると修了証の要件達

成とした。

　（7）受講者募集の方法

　広報は、作成したちらしを、防災情報共有 Web サイト・

SNS、大学ホームページに掲載した他、関係機関への周知、

プレス発表、これまでの実証講座受講者への連絡（メール配

信）等で行った。申込み方法は、これまでのメール、FAX、

電話の他、今年度から新たに Web サイト上に申込みフォー

ムを設置して受付けた。

STAMP CARDSTAMP CARD

図 13　スタンプカード

表 4　メカニズム学習講座の開催日程
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　3.2 講座受講者数及びその内訳

　（1）各プログラムの科目別受講者数

　実施した実証講座各プログラムの科目別の受講者数は、表 7～表 9の通りである。

　「メカニズム学習講座」は、1 日 2 科目ずつ計 4 日間で実施した。申込者数は、定員 50 名のところ 30 名で企業の防

災担当者がほとんどであった。申込者全員が参加した科目はなく、申込者数全体の半数しか受講しない科目もみられた。

今年度は出席率に波があり、ガイダンスを含め全 8 回出席した修了要件達成者は全体の 3 割（9 名）であった。本プロ

グラムに関しては、今回から職場や自宅からでも復習や自習を目的として実証講座の動画が閲覧できるよう試験的に

受講者全員に e ラーニングのアカウントを発行した。アクセス数のみのカウントであるが、今回は 11 名（30 名中）が

利用していた。現時点では、実証講座の実施科目と同じものをeラーニングの科目としても用意している状況であるが、

今度科目数を拡充していくとすれば、実証講座で行う科目とは別に e ラーニングで扱う科目とを分け、eラーニングの

方にも必修科目を用意するなど、その位置づけについても検討していく必要がある。

　「実践力養成講座」は、1 日 1 科目ずつ計 5 日間で実施した。各講座とも定員 50 名としていたが、うち 4 講座が定員

の半数にも満たなかった。豊橋市との講座間連携で実施した「救命救急講座」と「避難所運営ゲーム HUG」については、

場所は違えどすでに幾度となく行われていることから受講経験者が多いのではという感想が受講者の中からあり、確

かに今回参加してくださった受講者の中にもかつて受講したことがあるという人が少なからず見られた。また、こう

した受講者からは、もしこの講座でやるならば企業向けに内容をカスタマイズしたほうがいいという意見もあった。

表 5　実践力養成講座の開催日程

表 6　地域課題探究ツアーの開催日程
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地震と防災

ガイダンス

10 月    5 日（水）14:00 ～ 16:00
豊橋技術科学大学　A棟  A - 114

10 月    5 日（水）13:00 ～ 14:00
豊橋技術科学大学　A棟  A - 114

斉藤大樹
安全安心地域共創 RC長
建築・都市システム学系 教授

穂苅耕介
安全安心地域共創 RC特任助教

建物の地震対策 10 月 12 日（水）13:00 ～ 15:00
豊橋技術科学大学　A棟  A - 101

中澤祥二
建築・都市システム学系 教授

松井智哉
建築・都市システム学系 准教授

避難方法と避難所運営 10 月 17 日（月）13:00 ～ 17:00
豊橋技術科学大学　A棟  A - 101

垣野義典
東京理科大学
理工学部建築学科 准教授

事業継続計画の
策定とマネジメント

10 月 17 日（月）13:00 ～ 15:00
豊橋技術科学大学　A棟  A - 101

増田幸宏
芝浦工業大学 理工学部
環境システム学科 准教授

耐震診断と耐震補強 10 月 12 日（水）15:00 ～ 17:00
豊橋技術科学大学　A棟  A - 106

申込者数参加費

無料

講　師タイトル 日時・会場

津波と高潮 10 月 24 日（月）13:00 ～ 17:00
豊橋技術科学大学　A棟  A - 105

加藤茂
建築・都市システム学系 教授

地盤の液状化 10 月 24 日（月）13:00 ～ 15:00
豊橋技術科学大学　A棟  A - 101

三浦均也
建築・都市システム学系 教授

受講者数 修了者数 eラーニング利用

名 名９ 名1130

名24

名25

名15

名15

名19

名19

名23

名23

(80.0%)

(83.3%)

(50.0%)

(50.0%)

(63.3%)

(30.0%) (36.6%)

(63.3%)

(76.7%)

(76.7%)

地震と防災　斉藤大樹ガイダンス　穂苅耕介

事業継続計画の策定とマネジメント　増田幸宏

建物の地震対策　中澤祥二

避難方法と避難所運営　垣野義典耐震診断と耐震補強　松井智哉

地盤の液状化　三浦均也 津波と高潮　加藤　茂 修了式

表 7　実証講座 メカニズム学習講座
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救命救急講座 11 月   ９日（水）13:30 ～ 16:30
穂の国とよはし芸術劇場 PLAT「創造活動室 A」　豊橋市消防本部

避難所運営ゲームHUG 11 月 16 日（水）13:30 ～ 16:30
穂の国とよはし芸術劇場 PLAT「創造活動室 A」　豊橋市防災危機管理課

臨海部産業施設の強靭化と課題 12 月 14 日（水）13:30 ～ 15:30
穂の国とよはし芸術劇場 PLAT「研修室（大）」　

濱田政則
アジア防災センターセンター長
早稲田大学名誉教授

地震 ITSUMO講座
～受講者満足度 98%を誇る暮らしの防災講座～

11 月 30 日（水）13:30 ～ 15:30
穂の国とよはし芸術劇場 PLAT「創造活動室 B」　

永田宏和
NPO法人プラス・アーツ理事長
防災プロデューサー

企業の事業継続計画とマネジメント 11 月 22 日（火）13:30 ～ 15:30
穂の国とよはし芸術劇場 PLAT「研修室（大）」　

小野高宏
三菱商事インシュアランス

参加者数参加費

無料

無料

1,000 円

1,000 円

1,000 円

講　師タイトル 日時・会場

47 名

21 名

11 名

15 名

14 名

　救命救急講座　豊橋市消防本部　11 名に普通救命講習修了証が授与された

　企業の事業継続計画とマネジメント　小野高宏　氏 地震 ITSUMO講座　～受講者満足度 98%を誇る暮らしの防災講座～　永田宏和　氏　

臨海部産業施設の強靭化と課題　濱田政則　氏　（講義日前日に田原臨海（写真左）、当日の午前中に明海臨海（写真中）の視察を実施）

避難所運営ゲームＨＵＧ　豊橋市防災危機管理課　　グループに分かれて図上避難所運営を行い、その結果をグループ同士で共有した

表 8　実証講座　実践力養成講座
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吉田幸児
天狗缶詰㈱三河工場 工場長

穂苅耕介
豊橋技術科学大学
安全安心地域共創 RC 特任助教

護雅史
名古屋大学
減災連携研究センター 特任教授
林和宏
豊橋技術科学大学
建築・都市システム学系 助教

白石央
昭和電線ケーブルシステム㈱
愛知工場 管理グループ

案内人

ゲストコメンテーター

ものづくりの現場から防災の重点課題を考える
～御津臨海工業団地の製造工場見学～

11 月   4 日（金）12:10 ～ 18:00
天狗缶詰㈱三河工場
昭和電線ケーブルシステム㈱愛知工場

1,500 円

参加者数参加費講　師タイトル 日時・会場

20 名

　天狗缶詰（株）三河工場と昭和電線ケーブルシステム（株）愛知工場の見学

表 9　実証講座 地域課題探究ツアー

　「企業の事業継続計画とマネジメント」と「地震 ITSUMO 講座」については、講座実施日近くまで受講者の募集期間

を延長したものの最後まで申込は伸びなかった。前者については、直前まで科目名が確定せず十分な告知ができなかっ

たことがそのまま今回の受講者数につながってしまった。後者についても告知というところで、企業の防災担当者が

受講しても十分役に立つ内容であることが十分に伝えられなかったように思われる。

　このプログラムでは「臨海部産業施設の強靭化と課題」のみ定員に近くまで受講者が埋まったが、これはこのプロ

グラム開発の発端となった田原市職員介添えのもと田原臨海企業懇話会の研修会としてこの講座が利用されたからで

ある。この講座に限っては、講座実施日前日に田原市職員及び田原臨海企業懇話会代表の案内のもと開発担当者が、

田原市臨海部にある企業の倉庫等の視察した他、当日の午前中には、もう 1 つ別の企業団地（明海地区）を訪問し、

企業団地を管理する（株）総合開発機構の代表者との意見交換会を行った。

　「地域課題探究ツアー」については、バスのシートや工場見学の受入れ可能人数が限られていたため、定員を 25 名

として募集を行い、そこに 20 名の参加があった。この講座では、本事業の実証講座をこれまでに幾度か受講したこと

がある企業の防災担当者（天狗缶詰（株）三河工場と昭和電線ケーブルシステム（株）愛知工場の防災担当者）もプ

ログラムの共同開発担当者として参画し、ツアーでは案内役を務めた。
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表 10　受講者の内訳（エリア別）

　（2）エリア別受講者数と受講者の内訳

　実証講座受講者をエリア別にみたのが、表 10である。

　今年度の実証講座の企業からの受講者数は 72 名、その他（自治体関係・法人等）からの受講者は 12 名であり、前

回の実証講座実施時と比較すると、企業からの受講者数は 25 名増加、その他からの受講者数は 3 名減少した。前述の

とおり、田原市からの受講者が多いのは、一講座が田原臨海企業懇話会の研修会として利用されたからである。これ

により全体の受講者数の増加につながった。これに対し、豊橋市からの参加が前回の実証講座よりも大幅に減少して

いる。その他の地区は、前回の参加者数とほとんど同じであった。
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表 11　受講動機

　3.3 講座受講者からの評価

　プログラム利用の背景やプログラムの有効性を検証（プログラムに対する満足度の把握）するため、実証講座の受

講者にアンケート調査を実施した。アンケートは、「メカニズム学習講座」受講者に対して、講座実施前と講座実施後

に 1回ずつ実施した。講座実施前には、「受講動機」と「プログラム利用の目的」に関するアンケートを実施した。また、

講座実施後に、2.3 で挙げた 13 項目の満足度を把握するアンケートを実施した。講座実施前の回収数は、申込者 30 に

対して 22（回収率：73.3%、無効回答なし）、講座実施後の回収数は、16（回収率 53.3%、無効回答なし）であった。

　（1）プログラム利用の背景

　　受講動機

　受講者の受講動機は表 11 の通りである。防災担当者として、会社の防災対策、ＢＣＰに役立てたり、そのための知

識を得ようとする回答が目立つ。30 ～ 40 代の比較的若い防災担当者ほど、何らかの形で仕事に活かしたいという考え

があるように思われる。また、新しく防災担当の任に就いた者は、まずは防災に関わっていくための知識を少しでも

つけておきたいという意向があるようだ。これは昨年度からみられた傾向だが、数年で担当がかわるような企業の場合、

上司が新任の部下（担当者）に対して受講してくるよう指示を出しているケースがみられるようになってきている。

　　プログラム利用の目的

　プログラム利用の目的についての回答が図 14 である。過去の実証講座における同様のアンケートの結果では「意識

向上」や「知識習得」が飛びぬけて多かったが、今回とったアンケートでは、「防災対策の実践」や「発災後対応」、「従
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図 14　プログラム利用の目的

表 12　プログラムに対する満足度

業員教育」に対する回答が多かった。地域連携や個人あるいは企業の地位向上に関わる項目に対する回答は少なかった。

受講動機にみられるように、個人としてよりも仕事として参加している受講者が多いため、個人の「待遇向上」や「報

酬増加」を期待する回答はみられなかった。

 （2) プログラムの満足度

　プログラムに対する満足度についてのアンケート結果が表 12である。

　受講者毎に今年度のプログラムについて4段階（満足：4点、やや満足：3点、やや不満2点、不満1点）で評価してもらっ

た。結果としては、いずれの項目でも「満足」と「やや満足」に評価が集中し、プログラムについては概ね高評価であった。

「e ラーニングの整備」については、利用した者の評価は良いが、そもそも利用しなかったという者が回答者の半数以

上を占めた。「会場の設定」についての評価は悪くはないが、他の項目に比べると「やや不満」とする回答が多かった。

　プログラムについての意見を記入する自由回答の欄を設けたところ、プログラムに取り入れてほしいテーマやプロ

グラムへの要望がいくつか提案があった。開発科目については、ニーズとのマッチングや適した人物に開発を担当し

てもらえるかということ（開発したい科目があっても担当者がなかなか見つからないこともある）についての検討を

要するが、プログラムを受講するような現場の防災担当者からの意見は要望も含めたいへん貴重であることから次年

度の開発の際の参考にしたい。
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　3.4 関係機関・団体からの評価

　事前の計画では、実証講座実施前（9月）と実施後（12 月）、さらに事業終了時（2月）に「東三河防災・減災連絡会」

の開催を予定していたが、昨年度よりも実証講座のヴォリュームが増えたこともあり、日程の調整や準備が間に合わず、

実施（直）後に予定していた 12 月の会をあきらめ、2 月の会でまとめて実施することにした。各会の議題としては、9

月の会では、今年度のプログラム開発と実証講座の開催を中心に各地区の防災の取り組み状況を議論し、2月の会では、

今年度のプログラムに対する意見と次年度に向けた検討を議論する予定である。なお、本報告書印刷時（1 月末）にま

だ 2月の会は開催されていないため、その際の議事要旨は別紙印刷を行い報告書に後日添付する。

　（1）第 1回東三河防災・減災連絡会（9月）

　9月の会では、プログラム開発と実証講座の開催を中心に議論が行われた後、各地区の防災の取り組み状況や今年度

の活動スケジュールが報告された。

日　時：9月 14 日（水）16:00 ～ 17:45

会　場：穂の国とよはし芸術劇場プラット「創造活動室Ｃ」

出席者：関根（蒲郡港営施設）、西尾（竹本油脂）、松井（豊川市）、縣（縣鉄工所）、白石（昭和電線）、佐藤、増田、

　　　　夏目（豊橋市）、山川（トピー海運）、古海（デンソー）清水（総合開発機構）、加藤（田原市）、渡邉（愛知海運産業）、

　　　　斉藤、名執、小柳津、上田、穂苅（豊橋技術科学大学）

欠席者：木全（蒲郡市）

１．出欠確認、名称について

　今回から新しく参加した蒲郡港営施設（株）の関根氏、豊橋市防災危機管理課の夏目氏、田原市企業立地推進室の加

藤氏より自己紹介があった。事務局の豊橋技術科学大学より、防災コースの名称を「地域地震防災コース」から「東三

河防災カレッジ」に改めたこと、今後コースの内容に多様性をもたせていくことなどを踏まえ、この連絡会の名称も変

更してはどうかと提案され、変更する方向でアイデアを出し合うことになった。

２．「東三河防災カレッジ」の内容と受講生募集について

　豊橋技術科学大学の穂苅より今年度の防災コース「東三河防災カレッジ」のプログラム構成と講座の内容について説

明があった。受講者が年々減少気味であることから防災団体や関連団体・個人に積極的に周知し、参加を促すことになっ

た。

３．「つながる防災」について

　Web サイト管理者の豊橋技術科学大学の穂苅よりサイトのリニューアルに伴い、積極的に内容更新を図っていくため

のSNS利用などの新たな試みについて説明があった。更新頻度を高めるため、記事提出を徹底するよう呼びかけがあった。

４．12 月開催のシンポジウムについて

　豊橋技術科学大学主催のシンポジウム後半で行う予定のパネルディスカッションのパネリストに地元企業、自治体を

入れたいとの申し出が主催校よりあり、企業代表として（株）デンソー豊橋製作所の古海氏、地元自治体の代表として

豊橋市防災危機管理課の夏目氏（その後、課長補佐の河合氏に変更）が登壇することになった。

５．各機関・団体の今年度予定

　各出席者から各地区の企業団体の今年度の取り組みについて次のような報告があった。

　■蒲郡地区委員会防災部会

　・蒲郡港営施設（株）が事務局を担当することになった

　・各社から情報を取り寄せて危険物 MAP を作成している

　・高潮の対策方法、避難場所の計画・明示、小規模な会社の対策方法などを検討

　・合同避難訓練を行いたい
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■御津臨海企業懇話会

　・5月に総会を開催

　・日本トレクス（株）（本社：豊川）が新たに加入

　・BCP の作成支援のため、各社を訪問し状況を確認している

　・名大の減災館の見学を予定

　・催しなどがあれば懇話会会長自ら各企業に手渡しで案内を回している

■神野地区防災自治会

　・6月に総会を開催

　・避難訓練を計画中（時期は未定）

　・県の三河港 BCP に関するワークショップに参加している

■明海地区防災連絡協議会

　・企業連携 BCP を推進する

　・災害対策本部を（株）デンソー豊橋製作所に置くことを決めた

　・豊橋市との連携を図り次のことをすすめたい

　　救急救命（救護所を検討中）

　　情報伝達訓練（実施済）

　　道路インフラの整備（ゆくゆくは水道・ガスについても検討）

　　個社の防災力向上（意識の低い会社に対する啓発や対策が課題）

■田原臨海企業懇話会

　・9月に防災部会の幹事会を開催予定

　・10 月にアイシン・エイ・ダブリュで防災訓練を実施予定（昨年はトヨタ自動車が実施）

　・情報伝達方法（連絡網）の見直しと規模の小さい会社の底上げが課題

　（2）第 2回東三河防災・減災連絡会（2月）

　予定していた 12 月の会が実施できなかったことから、2 月に開催が確定している今年度第 2 回連絡会では、その際

に行う予定だった実証講座「東三河防災カレッジ」の実施報告後に、次年度のプログラム開発に向けたスケジュール

や連携・協力事項について意見交換を行う。

　 

　 ≪議事予定≫

  　 １．平成 28 年度人材養成事業の実施報告について

　　　   ・東三河防災カレッジ

　　  　 ・防災シンポジウム

   　２．次年度事業について

　　 　  ・スケジュール

　　   　・連携・協力事項など　

   　３．各機関の今年度の取り組みと次年度の予定

   　４．意見交換 
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4.1　開催概要

　12 月には、防災活動の普及促進のための公開シンポジウムを開催した（図 15）。今年度は、2016 年 4 月の熊本地震

の発生を受け、テーマを「熊本地震から学ぶ震災後の復興－生活レジリエンスと事業レジリエンス－」とし、生活レ

ジリエンスについての講演を、震災後の小学校における避難所の設置・運営に率先して取り組んだ熊本市立帯山西小

学校長森江一史氏、事業レジリエンスについての講演を、企業の事業継続に関わる専門的立場から東北大学災害科学

国際研究所教授の丸谷浩明氏に依頼し、その他内外の専門家、実務者の報告を交え、熊本地震の経験をこの東三河地

域にどのように活かせるかを議論した。東三河各市の教育委員会を通じて地域の小中学校に参加を呼びかけるなど広

報活動に力を入れた甲斐があり、シンポジウムには 239 名の参加があった（表 13）。本報告書では、当日行われた各講

演とパネルパネルディスカッションの内容を各登壇者の了解を得て掲載する。

熊本地震から学ぶ震災後の復興

－生活レジリエンスと事業レジリエンス－

日　時　2016 年 12 月 6 日（火）13:00 ～ 17:00

会　場　穂の国とよはし芸術劇場 PLAT 主ホール

定　員　500 名（事前申込制）

参加費　無料

主　催　豊橋技術科学大学 安全安心地域共創リサーチセンター

共　催　東海圏減災研究コンソーシアム

後　援　次項掲載

基調講演

①森江一史　熊本市立 帯山西小学校長

　『日本一幸せな避難所づくり』を目指して

　～熊本地震を経験して学んだこと～

②丸谷浩明　東北大学 災害科学国際研究所 教授

　企業・組織の事業継続と社会のレジリエンス

　～災害、危機事象を乗り越えられる社会のために～

報告

①勝野幸司　豊橋技術科学大学 建築・都市システム学系 准教授

　熊本地震にみる避難所生活の特徴

②名執　潔　豊橋技術科学大学 安全安心地域共創リサーチセンター 特任教授

　熊本地震を教訓とした東三河の地域連携

パネルディスカッション登壇者

コーディネーター

斉藤大樹　豊橋技術科学大学 安全安心地域共創リサーチセンター長

パネリスト

講演者 4名＋下記 2名

古海盛昭　（株）デンソー豊橋製作所 所長

河合孝始　豊橋市防災危機管理課 課長補佐

図 15　開催ちらし
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森江一史　熊本市立帯山西小学校長
「日本一幸せな避難所づくり」を目指して
～熊本地震を経験して学んだこと～

■報告
勝野幸司　豊橋技術科学大学 建築・都市システム学系 准教授
熊本地震にみる避難所生活の特徴

■報告
名執潔　豊橋技術科学大学安全安心地域共創 RC 特任教授
熊本地震を教訓とした東三河の地域連携

開会挨拶
大西隆　豊橋技術科学大学長

閉会挨拶
斉藤大樹（前掲）

13:00-13:10

13:10-14:10

14:10-14:30

14:40-15:40

15:40-16:00

16:10-17:00

17:00

基調講演 1　生活レジリエンス

丸谷浩明　東北大学災害科学国際研究所 教授
企業・組織の事業継続と社会のレジリエンス
～災害、危機事象を乗り越えられる社会のために～

基調講演 2　事業レジリエンス

コーディネーター
斉藤大樹　豊橋技術科学大学 安全安心地域共創 RC長
パネリスト
森江一史・勝野幸司・丸谷浩明・名執潔（前掲）
古海盛昭　（株）デンソー豊橋製作所 所長
河合孝始　豊橋市防災危機管理課 課長補佐

パネルディスカッション

防災シンポジウム
熊本地震から学ぶ震災後の復興
-生活レジリエンスと事業レジリエンス -

12 月   6 日（火）13:00-17:00
穂の国とよはし芸術劇場 PLAT 主ホール
参加費　無料

主催
　豊橋技術科学大学 安全安心地域共創 RC
共催
　東海圏減災研究コンソーシアム
後援
　国土交通省中部地方整備局
　経済産業省中部経済産業局
　（独）水資源機構中部支社
　愛知県
　豊橋市
　豊川市
　蒲郡市
　田原市
　新城市
　豊橋市教育委員会
　豊橋商工会議所
　豊川商工会議所
　蒲郡商工会議所
　田原市商工会
　東三建設業協会
　（株）総合開発機構
　（株）サイエンス・クリエイト
　蒲郡港営施設（株）
　蒲郡地区委員会防災部会
　御津臨海企業懇話会
　明海地区防災連絡協議会
　神野地区防災自治会
　田原臨海企業懇話会
　自然災害研究協議会中部地区部会
　環境共生技術研究会
　以上（順不同）

参加者数プログラムタイトル 日時・会場／主催・共催・後援

239名

基調講演１　森江一史　先生開会挨拶　大西　隆　学長

パネルディスカッション　登壇者は左から　斉藤大樹（コーディネーター）、森江一史、勝野幸司、丸谷浩明、名執　潔、古海盛昭、河合孝始

基調講演２　丸谷浩明　先生

表 13　開催した防災シンポジウム
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　今年の 4 月に熊本地震がありました。きょう

は、熊本市の帯山西小学校の校長先生の森江一

史先生においでいただきました。それから、企

業の復興ということで、東北大学の丸谷浩明先

生にもおいでいただきました。お二人には基調

講演をしていただきます。パネル討議では、デ

ンソーの古海盛昭様、豊橋市の河合孝始様にも

ご参加いただいています。

　実は、私の家内が熊本の出身で、熊本の中心

部に自宅のマンションがありますが、地震で部

屋の中がだいぶ乱れたそうです。今でも食器棚

は開けると全部落ちてきそうなのでその状態の

ままのようです。多くの方が被災をして大変な

思いをされています。

　2011 年 4 月、政府により東日本大震災の復

興構想会議が発足をしました。私はその委員に

なって復興構想について議論をし提言をまとめ

ました。その中で、特に「減災」を強調しました。

それまで日本では防災という言葉が使われてき

たわけですが、災害を完全に防ぐことはできま

せん。災害の被害をいかに軽減するのかという、

災害で被害が発生することを前提として、被害

の軽減を考える必要があるのではないかと提案

しました。

　しかし、そのような提言をしただけではいけ

ないと思っていました。私自身はなかなか東日

本大震災の被災地で活動をすることができませ

んでしたが、チームまちづくりという一般社団

法人をつくり、被災地の気仙沼の内湾地区とい

うかなりの被害のあった中心部で再開発を行っ

ています。、もともと気仙沼市の中心であった

ところなので、なるべく早く復興させようと、

防災公営住宅を上に造り下に店舗を入れ商店街

にするということで、ちょうど先々月の 10 月

の半ば過ぎに竣工しました。まだあまり災害復

興で建物が新しくできた例がなかったので、復

興の一つのシンボル的な存在になりました。自

分としても提言を出すだけではなくて、その一

部を実践することができたと思いました。

　しかし、そうやって新しくできた建物に入ら

れる方、あるいはそこで新しく商売を始められ

る方がいるのも復興の一つの形ですが、東日本

大震災では仮設住宅で永住しようと決めている

方もいます。災害があった時点では、皆はその

集落なり町に住んでいたという共通性がありま

すが、この復興の過程はいろいろな人生がそこ

から分かれてきます。その中で、復興の中心に

なる方だけにスポットライトを当てるのではな

くて、いろいろな人生を歩む人それぞれが災害

から立ち直って、それぞれの目指す人生を全う

していくことを丁寧にフォローをして、あるい

はケアをしていくことも必要ではないかと考え

ます。特に東日本大震災のような広範な被害が

出たところでは、多様な人々が被災をするので、

それから先の復興の在り方も多様です。そうし

た観点も踏まえ、仮設住宅が本当は仮設住宅で

はなくて、場合によってはそこで人生を全うす

ることになる方もいらっしゃるので、どういっ

た居住環境を整えていくべきなのか、あるいは

新しいコミュニティーをそこで作っていくべき

なのかも非常に重要になってくると考えます。

　企業活動についても、被災後そこからどう

やって新しい企業活動を始めていくのか・企業

を発展させていくのか、新規に起業し仕事を始

める方もいらっしゃると思うので、多様な生き

方がその災害を契機に出てきます。それ全体を

包み込んでいくような災害復興が必要なのでは

ないかと私自身も東日本大震災で感じていたと

ころです。

　きょうは、そういった震災後の復興に焦点を

当てて、非常にさまざまな貴重なお話を伺える

のではないかと思います。震災が起こっていな

いのに震災後の復興の話をするのは少し気が早

いのではないかということもあると思います。

震災が起こる前の準備として、防災という災害

を防ぐ準備も必要ですが、防ぎきれない災害も

あることも前提とし、その後に始まる復興過程

についてあらかじめ思いをはせて必要な準備を

しておくことも同時に必要だということを、議

論を通じて共有ができれば、豊橋の防災力も一

層高まるのではないかと思います。

挨拶

　豊橋技術科学大学　大西　隆 学長

「日本一幸せな避難所づくり」を目指して～熊本地震を経験して学んだこと～

　熊本市立帯山西小学校　森江 一史 校長

　皆さま、こんにちは。学校の教員の私が、皆

さまに何の情報を提供するのかと思われるかも

しれません。ここに立っていること自体、私も

不思議な縁を感じます。今回の地震で学校が避

難所になって教職員とともにこの避難所運営の

経験をしました。その経験の中から見えてきた

ものを皆さまにお話しできればと思います。

　帯山西小学校は、熊本市の中央区にあります。

全校児童 600 人で、子どもたちはいつも元気も

りもりです。特に緑化活動が盛んで、学校環境

緑化コンクールでは昨年、今年と 2 年連続でグ

ランプリをいただいています。桜の咲く季節に

は四季折々の花が咲きますし、学校の中でその

緑を使った活動に子どもたちは取り組んでいま

す。緑のカーテンも熊本市の最優秀校になり、

子どもたちは本当に自信を持って活動をしてい

ます。

　今回の熊本地震を経験して、帯山西小学校は

講演禄
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学校の職員、子どもたち、地域、みんなの気持

ちが一つになりました。そして、全国の皆さん

とつながることができました。まだ余震は続い

ています。熊本弁で「進むばい、負けんばい、いっ

ちょうやるばい」ということで、日本一幸せな

学校づくりに取り組んでいるところです。　熊

本地震が起きました。1 年生は入学してたった

3 日間しか学校に来ておりません。各担任は家

庭訪問もしないまま1回目の地震を迎えました。

まさか熊本でこんなに大きな地震が起こるとは

誰が予想をしたでしょうか。また驚いたのは、

2 回目の地震です。本校の教頭は中学校の理科

が専門で、1回目の地震の後、職員に「先生がた、

これから大きな地震はもう来ませんよ」と、堂々

と言っていました。ところが 2 回目の地震が来

てしまいました。

　学校は幸い大きな被害はありませんでした

が、そういった中で、これも熊本弁で「熊本城

もうっくざれた、家もねんたおれた、だけんな

ん、負けんばい」という気持ちで、これから頑

張っていこうと思っています。

　本校の避難所の特色は、まず教職員が頑張り

ました。次に、子どもたちも頑張りました。さ

らに地域の住民が活躍しました。そのポイント

をまとめてみました。きょうは、この 7 つにつ

いてお話をさせていただきます。

■東日本大震災の被災校との交流

　まずポイントの 1つ目は、東日本大震災以降、

宮城県気仙沼市立階上小学校との交流があった

ことです。東日本大震災の後、この階上小学校

の卒業生が発した SNS の情報から、本校の職員

が何か支援ができないかと考えてスタートをさ

せた交流だと聞いています。その後、お互いの

学校がそれぞれに互恵性のある双方向の交流を

しようということになりました。そして震災後

5 年間の交流が続いていたことが、まさに今回

熊本が地震に遭って被災をしたときに、非常に

役に立ちました。熊本地震の後、職員から階上

小学校はどうしたのだろう、階上小学校の避難

所はどうだったのだろうという意見があがり、

問い合わせをしました。そして、そこからのア

ドバイスがこれからお話しする帯山西小学校の

避難所運営の本当の基本的な方向付けになりま

した。具体的には、避難者の実情（校区の住民

かそうでないかなど）を知ること、避難所運営

はあくまでも地域住民が中心となって進めるこ

と、学校と避難者で生活、食事のルールづくり

をすることが大事であること、運営を地域に任

せても学校は協力を惜しんではいけないこと、

窓口を一本化すること、物資の保管は学校にし

ばらく置いておくことなどです。そういった細

かなアドバイスをいただくことができました。

■体育館の一時閉鎖と教室開放

　2つ目に、体育館の一時閉鎖と教室開放です。

私は前震のときには自宅におりました。9 時 26

分でした。教頭はたまたままだ学校に残ってお

り、私にすぐ電話をくれたそうですが、電話は

通じませんでした。私も学校にかけましたが学

校には通じません。やっと通じたメールには「避

難者がどんどん学校に来ています。どうしま

しょうか」と書かれていました。私は、学校の

施設管理者として「すぐ体育館を開けて、体育

館に避難者を入れてください」と返事を出しま

した。教頭はすぐに学校の体育館を開けて、避

難者を体育館に誘導したと言っておりました。

その後、私は自宅から学校に駆け付けましたが、

すでにたくさんの方が運動場や体育館に避難を

されていました。

　しかしその後、私が着く前に警察の方が回っ

てこられ、教頭に「誰が体育館を開けるよう指

示を出したのか、大規模地震のときには体育館

は避難場所ではない、すぐ出すように」という

指示があったそうです。私もそこではっとしま

した。「避難所、夜、体育館」と頭によぎりました。

とても避難所運営のマニュアルを確認する暇は

ありませんでした。

　確かに、あらためて避難所マニュアルを読ん

でみると、“避難場所は運動場”と書いてあり

ます。“体育館はきちんと安全が確保、確認を

された後に避難場所とする”と書いてありまし

た。そのような確認をしないまま、私が教頭に

命じて体育館を開放してしまい、体育館の中に

は 300 人以上の方がいらっしゃいました。その

方々に、「今から出てください」と言うことは、

私はとても言えませんでした。

　12 時を回った頃だったでしょうか、大きな余

震が来ました。そのときに私は「まだ余震が来

るかもしれません、警察から体育館ではなくて

運動場のほうに避難をするようにという指示が

ありましたので、運動場に移動をお願いします」

と言いました。その指示で体育館の約 300 人の

方が全て運動場に避難場所を移動していただき

ました。それ以来、帯山西小学校では体育館を

避難場所として、また避難所として使いません

でした。これが後から功を奏することになりま

す。

　一方で、教育委員会からは、体育館だけでは

なくて教室を開放するようにという指示があっ

たのです。これに対して、先生がたは子どもた

ちのいろいろな作品、私物がたくさんある教室

に避難者といえども全く知らない方を入れるの

には相当な抵抗がありましたので、どのように

開放すればよいかを考えていきました。

　実は平成 26 年 10 月付で避難所ごとにマニュ

アルはできていました。データが入った CD も

付いていて、これを学校や地域が共有するよう

になっていましたが、そこがなかなかうまく

いっていませんでした。その運営マニュアルで

は「帯山西小学校避難所にあっては次の人が地

熊本市立帯山西小学校長　森江一史先生による基調講演の様子

講演禄
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域リーダーとして避難場所の開設を行うものと

し、避難所運営委員会の長の職を担うものとし

ます。避難所運営委員長は避難所に避難してき

た人の互選で選出をします。優先順位は自治協

議会会長、同副会長、町内自治会長、町内自主

防災クラブ役員とします」となっています。そ

うなっていることさえ周知をしていませんでし

たが、実際に熊本の地震が起きた後、私の学校

ではここに書かれている方がどなたも来られま

せんでした。それはそのはずです。熊本の市民

全員が被災者です。ここに書かれている会長さ

ん、役員さん方も被災をされました。子どもさ

んやお孫さんが心配して、おじいちゃん、おば

あちゃん、もう熊本は危ないから熊本から避難

したほうがいいよと言われていち早く避難をさ

れた会長さんも現実にいました。

　また、帯山西小学校の校区は、校区に防災士

の資格を持った方がいて、毎年自主防災訓練を

本当に熱心にしている校区でもありました。そ

ういった校区でしたが、その自主防災組織も動

きませんでした。いえ、動けませんでした。校

区で購入している大きな鍋 2 つで、毎年 1 回、

9 月の第 1 土曜日に 600 食の豚汁を作って、避

難者に提供をする訓練もされていました。とこ

ろが、今回の地震ではその大鍋は 1 回も使われ

ませんでした。いかに防災訓練がイベントで終

わっていたのかを実感をした次第です。

　また、市の職員も被災者です。市役所に召集

されて、そこから本来は配当された避難所に向

かうというマニュアルができていましたが、そ

れも機能しませんでした。学校には PTA という

組織がありますが、熊本県庁の近くに校区があ

るため、本校の PTA 役員は県庁職員です。震災

後、とても地域のお世話のできるという方はい

ませんでした。

　 そういった中で、どんどん被災者の方が学

校に来られます。前震と本震の一番の違いは、

前震のときには徒歩で避難をする方が多かった

のですが、本震のときは車で避難をされる方の

数が圧倒的に多くなりました。車を使うことで

家族全員、しかもその車にいろいろなものを積

んで避難ができるからです。

　私は、正門の前に立って誘導をしていました

が、歩いて避難をされる方と車で避難をされる

方が正門に交錯して、本当に危険な状況になり

ましたので、私がある台数が入ったところで校

門を閉めることを決めて、お手伝いしていただ

いた方に頼んで閉めました。そうしたら「なん

で閉めるのか、なんで入れないのか」と相当言

われました。私が校長であると知っている市民

の方もいましたが、避難されている方は私が校

長だと思っていません。誰か分からないが勝手

に閉められたと苦情が来ました。

　すでに運動場に 500 ～ 600 人の方々が車、そ

して徒歩で避難をされていましたが、体育館の

安全はまだ確保されていなかったので教室を避

難所として開放することにしました。　本校は

3 階建てですので、まず体の不自由な方、お年

寄りを運動場に一番近いプレハブ校舎から入れ

て、校舎の教室には、町内から 1 階、2 階、3

階と顔見知りの方ができるだけ同じ部屋になる

ように配慮をして教室を避難所にしました。

■教職員の専門性を活かした献身的な働き

　これにより、教職員が動かざるを得ない状況

になりましたので、結果的に良かったのですが、

最初は職員から猛反対がありました。「どうし

て市役所の職員が来ないのか、あれだけ防災訓

練をしている校区だったのに、どうして地域の

方は来られないのか、子どもたちの安否確認や

家庭訪問をして子どもたちを励ますのが私たち

教員の仕事ではないのか」と言われました。そ

のとおりです。そのとおりですが、では、今運

動場に避難をされている方々のお昼ご飯はどう

しましょうか。夕ご飯はどうしましょうか。教

室の開放をすると決めたけれど、では、どうやっ

て誘導をするのかという話をしました。私も少

し興奮をして「緊急事態ですよ、われわれがや

れることをやりましょう」と言いました。今考

えると、パワーハラスメントと言われても仕方

がないぐらい大声を張り上げて言いました。「安

否確認は大事です。でも、この緊急事態に何も

学校に連絡がないということは、まだ元気でい

るということではありませんか。本来の教員と

しての仕事と避難所運営を上手に両立させてや

りませんか」という話をしました。

　私としては職員を 2 人ずつ 24 時間体制で勤

務させる体制を取りましたが、2 人だけで避難

所運営はできません。1 人、2 人と、私にでき

ることがあればということで協力する職員が出

て、全職員でできるところでやりましょうとな

りました。中には自分の自宅が全壊している職

員もいますから、来られない職員は来られない

職員で、何かあったときには買い出しに行くな

り、家を家族に任せて昼間だけは来られるとい

う職員も出てきました。

　そういった中で、学校には担任の先生だけで

はなくて、保健室の養護教諭もいることに気が

付きました。熊本は自校給食ですので、学校に

給食室もあります。学校の栄養職員もいます。

事務職員もいます。そういった教職員一人一人

の専門性をこの避難所運営にうまく使えたのが

今回の経験で感じたことです。例えば、集団の

指導、500 ～ 600 人の方々に指示を出す、先生

がたはお手のものです。日々子どもたちを動か

していますから。どのように指示をすればいい

のか、どのタイミングで並ぶように指示をすれ

ばいいのかはお手のものです。食事の準備は給

食の職員が大活躍をしてくれました。健康面の

管理は養護教諭の出番です。

＜教員による集団生活のきまり、指導＞

　集団で生活をしますので、集団生活の決まり

が必要です。これも学校はお手のものです。日々

子どもたちに学校生活の決まりというものをつ

くって指導をしています。トイレの使い方、部

屋の使い方、一つ一つを学校で指導しているこ

とを元に避難所運営の決まりをつくることがで

きました。

　集団生活のマナーやルール、部屋の使い方、

学校の備品の管理、トイレのスリッパ並べも「き

ちんと並べましょう」と言うか言わないかで全

く違います。学校ではスリッパの置き方の表示

をします。それをそのまま避難所でもやります。

列の並び方もそうです。食事の準備ができまし

たと連絡をするだけでは、どどっと取りに来ら

れますから「ここから体育館のほうに 1 列に並

んでください」という指示をきちんと出すこと

で避難者の方には従っていただけました。

＜養護教諭による衛生・健康管理＞

　健康面での管理については、先ほど言いまし

たように、学校には栄養職員と養護教諭がいま

す。養護教諭と学校栄養職員が一緒になって

日々の子どもたちへの指導と同じ指導を避難者

の方にします。手洗いの励行、食事を提供する

ときの注意事項、マスクの着用等を黒板にきち

んと明示して、事故がないように、また病気に

ならないように、手配をしてくれました。

＜物資の在庫管理…何が必要かを把握する＞

　在庫の管理、これが大変でした。最初の 3 日

間は物資が全く届きませんでした。学校の防災

倉庫に備蓄されているアルファ米は、2箱でたっ

た 100 人分しかありませんでした。私と教頭で

お湯を入れて作りました。100 人分を少しごま

かして 150 人分に増やして配りました。ところ

が、取りに来られた方は 300 人です。全員に行

き渡りません。「どうして最初から数がないと

分かっているのに並ばせるのか」という苦情を

言われました。すいませんと謝るしかありませ

んでした。

　3 日後、今度は全国からの物資が山のように

届きました。届いた物資は、一つ一つの品物を

廊下に一列にきれいに並べ在庫管理をしまし

た。オムツのサイズも子供用の S、M、L、LL、

大人用の M、L等に分け、「今在庫が幾つあって、

物資の申し出があったときにその品物は要るの

か要らないのか」をその担当から聞いて答える

ことができました。また、高齢者が必要なもの、

女性が必要なもの、これも窓口になる職員が男

性職員であれば女性は生理用品等をくださいと
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言いにくいので、職員のからアイデアをもらっ

て女性職員にこれをやってもらいました。

　一方で、担当職員間の連絡が不十分で、対応

を間違って必要以上の物資を全て受け入れてし

まったこともありました。そうなると、もらっ

てくれるところを探さないといけませんし、そ

れを運ばなくてはいけません。在庫管理を徹底

していましたが、失敗もありました。物資が届

くようになると、ありとあらゆるものが届きま

した。「要らない」と断ることが大事だという

ことも分かりました。それも全て在庫管理を徹

底したから言えることです。

　食事の話に戻りますが、ある学校ではお米を

集めたそうです。そのお米を炊きさえすればど

うにか食事を提供することができると聞きまし

た。ですから、本校でも学校の安心メールを使

い、おうちにあるお米を少しでも提供できない

かと教頭から発信をしましたところ、なんと 3

時間で 400 キロのお米が集まりました。

　子どもたちがおうちにあるお米を少しずつビ

ニールに入れて「校長先生、食べて」と持って

きたのです。涙が出ました。ある家庭からは、

被災をしていないおじいちゃんの家にわざわざ

お米を取りにいって持ってきた子もいました。

　夜勤は私を含め 3 人しかいないので、朝ごは

んの提供に困りましたが、夕ご飯を炊くときに

一緒に翌朝の分まで炊いて、おにぎりにして保

温箱に入れて取っておくことを職員が考えてく

れました。

　さて、お米が集まって、家庭科室の炊飯器で

職員が炊飯をしますが、今度は人数分提供する

ための炊飯が追い付きません。そのため次に考

えた方法が、お米を自衛隊の方に炊いてもらお

うということでした。自衛隊への派遣要請を今

から頼んでも多分無理だろうと思いましたが、

教育委員会を通して自衛隊に帯山西小学校でお

米を炊いていただくことをお願いしました。

　そうしたら、なんと次の日に来ました。なぜ

か？これも後から分かりました。自衛隊には、

「お米を炊く」、「おかずを作る」、「お風呂を準

備する」ということが要請できるそうで、どの

避難所もその 3 つをセットにして頼むものだか

ら、どの学校も順番待ちになっていたのです。

ところが、帯山西小学校の場合は、「お米だけ

炊けばいい」という要請だったので、それだっ

たらすぐやりますということで来ていただけま

した。これで職員の負担がかなり減りました。

＜個人情報の管理＞

　また、個人情報の管理についても、学校はう

まくできました。どういった避難者がいらっ

しゃるかを管理するために、個人の調査票を書

いてもらいましたが、学校は毎年家庭に家庭調

査票というものを書いていただく様式がありま

したので、それをそのまま使い、避難者一人一

人の情報を管理していくことができました。

　情報を提出してもらうときに工夫をしたこと

がありました。それは、本当に避難が必要で避

難されている方々に対して、「学校の避難所に

来れば朝、昼、晩の食事が提供されて、宿泊代

もかからない。家にいるよりも避難所のほうが

いい」と思って避難をされている方々への対応

でした。各町内の役員さんや自治会長さんがた

にお願いをして、その方のお家を見に行ってい

ただいて、本当にその方は避難が必要な方かど

うかを自治会の方に見ていただきました。その

結果、本当に避難が必要な方の数は全体の約半

分だとわかりました。

それをやったことで、避難所を教室から体育館

に移す段階になったときに、本当に必要な方が

何人残っているかを調べて、その後の体育館の

避難所づくりに生かすことができました。

一方、教室から体育館に避難所を移すに当たり、

これまで体育館を避難所にしていた避難所か

ら、いろいろな問題が出ていることを聞きまし

た。プライバシーの問題、高齢者、障害を持っ

ている方の扱い、トイレの問題、いろいろな課

題が聞こえてきました。

■ SNS での情報発信・情報収集、ご縁からの出

会い…全国各地からの支援

　そのときに、これもたまたまですが建築を勉

強されている保護者の方から、東京の坂茂さん

という建築家の方が避難所の間仕切りシステム

を考案されていると教えられました。東日本大

震災の避難所を坂先生が見て回った際に、これ

は人間が生活をする場所ではないと感じられ、

考え出された間仕切りシステムだと後から聞き

ました。

　そのことを教頭が聞き、すぐに調べて坂先生

のところに連絡をしました。もう何日もたって

いましたので、まさかとは思いましたが、坂事

務所からの返事は「分かりました、3 日後に設

置をします、3日間の間に準備をしてください」

とのことでした。体育館の広さや、パーテーショ

ンを幾つ作ればいいのか、数を伝えて、そして

来ていただくことになりました。

　民間の方からの支援物資もありました。その

団体は東日本大震災のときの経験から、とにか

く各避難所はものがなくて困っているのだと考

えていたそうです。ですから、本校の教頭が

SNS を使って「帯山西小学校は今こういった状

態です」と発信をしていたその情報を得て、帯

山西小学校に連絡がきました。そして、うちか

らまた情報を得て、次の避難所に物資を届けて

いました。

　このように、全国各地からたくさんの支援を

いただきました。そのきっかけは教頭が発信す

る SNS による情報であり、また、いろいろなご

縁があって申し出があります。その方を通じて、

また次の方を紹介していただき、本当に出会い

があり、毎日がシナリオのないドラマでした。

■卒業生の子どもたちによるボランティア

　また、特筆すべきことは子どもたちのボラン

ティアがうまく機能したことです。職員が頑

張っている姿を見て、卒業生が自分たちもでき

ることをさせてくださいと言ってきました。日

頃からボランティア活動が盛んな学校ですので

子どもたちは積極的に取り組みます。

　小学校と同じように中学校も休校が続きまし

た。中には帯山西小学校に避難をしている子ど

ももいました。避難をしていないけれども、自

宅で過ごしている子どももいます。ある日、卒

業生の子どもたちが 3 人で私のところに訪ねて

来ました。「先生がたの手伝いを僕たちにもさ

せてください」。「ありがとう…でも、たった 3

人で？」と言いました。そうしたら、「分かり

ました」と言って、この 3 人がまた 3 人を連れ

てきます。9 人になりました。活動がもっと広

がります。今度はその 9 人がまたあと 3 人ずつ

連れてくるということで、どんどん膨らんで

いって、なんと帯山西小学校の避難所には卒業

生のボランティアが 40 ～ 50 人、毎日来てくれ

るようになりました。

　子どもたちは避難所での食事の提供などをお

手伝いしてくれました。子どもたちから「食べ

てください、頑張ってください」と励まされる

と、避難されている皆さんも「子どもたちから

笑顔をもらって元気になった」とか、あるいは

「子どもたちが活躍している避難所は雰囲気が

いいですね」という声をたくさんいただきまし

た。こうやって、本当に秩序が保たれた状態で

食事の提供ができました。

　在庫管理でも、子どもたちのボランティアは

活躍しました。本校の卒業生ですので、学校の

ことをよく知っています。ボランティアが 40

～ 50 人いますので「ボランティアは集まって

ください」という連絡をすると集まります。物

資を運んできたトラックが着きます。「この物

資を家庭科室に運びます」と言うと、その一言

で子どもたちは家庭科室がどこにあるか知って

いますから動きます。子どもたちのボランティ

アを活用した成功点はそこにあります。学校の

ことをよく知っているから動きやすいのです。

これを県外からのボランティアの方にお願いを

したら、多分付きっきりで家庭科室に連れてい

かなければいけませんし、全ての指示を出す担

当者が必要だったと思います。

■地域（自治協議会）との連携

　学校が中心になってやらざるを得なかった帯
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山西小学校の避難所ですが、学校もいつまでも

職員が避難所の運営をすることはできません。

一方で、地域の方も初期対応では動けなかった

けれども、自分たちの生活が、あるいは自分の

家の様子がだんだん分かってくると、地域の

方々から協力をしなければならないという声が

上がってきて、学校から地域に避難所運営の主

体を移すという段階に入っていきました。

　そこで一番動いていただいたのが、自治協議

会です。自治協議会というのは、校区にある各

種団体の集まりです。ですから、この自治協議

会の役員さんに集まっていただくことで、校区

内の全ての関係団体に連絡が行くという仕組み

になっていますし、マニュアルでも、この自治

協議会の会長さんが一番の運営の主体者の候補

だったわけです。この方々を実際に動かすこと

ができました。

■避難者の会の運営協力

　また、地域の方もお仕事を持っています。い

つまでも地域の役員だからといって避難所運営

に携わることはできません。これはまた階上小

学校のアドバイスで、早い段階で、今度は地域

から避難者の自治組織、そして避難をされてい

る方々の会に移行していくことが必要だとのア

ドバイスがありました。そして、「帯西避難者

の会」という名前を付けて、リーダーの選定を

しました。1 家庭 1 協力、1 人 1 役、学校の係

活動と一緒です。それを提案し、また、学校の

生徒指導主任が提案する生活のルールづくり等

も学校で準備をしたものを提供し、学校から地

域へ、そして地域から避難者の組織へという、

この移行がスムーズにできたと思います。

　1 週目は学校の職員が核となって運営をしま

した。次の週は地域の住民、そして 3 週目から

は避難者の会を学校がサポートするという取り

組みになりました。「帯西避難者の会」への運

営協力についても、学校が全面的にバックアッ

プをしました。学校の運営システム、ノウハウ

を全て提供するということがうまくいきました

し、地域の運営も、先生がたがやったことをそ

のまま引き継いでいただきました。

　私たちが避難所を運営して本当に思ったこと

は、「避難者の気持ちに寄り添うことができた

のかどうか」、そして「やれるものはやれると

きにやる」ということです。私たち学校の職員

は公務員でもありますが、果たしてその公務員

としての意識として今回やったのかというと、

そうでもありません。ただ、先生がたお一人お

一人の専門性、得意分野をこの避難所運営で使

えたという、その自負、やって良かったという

声が私に聞こえてきました。

　そういった先生がたの頑張りを見た地域の方

は、初期対応では学校にお願いをしたけれども、

これからは地域の出番だと、学校の職員の動き

に感謝をしていただきました。

　子どもたちのボランティアも頑張りました。

子どもたちの声が聞こえる避難所は大成功でし

た。避難者の方は、「学校は子どもたちのため

のもので、そこを今、自分たちはお借りしてい

るので大変申し訳ない。一日も早く自立をして

学校を子どもたちに返していこう」という雰囲

気が“避難者の会”に出てきたと、後から避難

者の会の会長さんからお聞きしました。

　きょう皆さまにお話ししたかったことは、今

後学校を避難所にするに当たっては、学校の職

員ができるところで活躍することが皆さんに喜

んでいただける避難所づくりにつながっていく

と思ったことです。

熊本地震にみる避難所生活の特徴

　豊橋技術科学大学　勝野 幸司 准教授

　私は今年の 4 月から豊橋技術科学大学に交流

人事で来ております。もともと 3 月までは熊本

高等専門学校におり、こちらに来て 2 週間で熊

本地震が起きました。たまたまですが、私はも

ともと防災関係の研究もしており、そのよう

なつながりもあり、今回熊本地震の調査研究を

行っています。

　本日の報告の視点は、避難生活、避難行動、

避難所運営とありますが、避難生活をされてお

られた方々がどのような生活をされていたか

が、まず一つの視点です。これに加え、熊本地

震後に見られた多様な避難生活の状況につい

て、非常に多くの避難生活のパターンが観察か

ら得られたので、その内容についてのご報告を

したいと思います。

　5月、8月、10 月と、全 3回、現地調査に行っ

ております。その調査結果から以上のような視

点でご報告をしたいと思います。

■調査スケジュール

　調査のスケジュールです。4 月 14 日、16 日

に大きな地震がありました。5 月の連休に第 1

回目、8 月の上旬に第 2 回目、10 月に第 3 回目

の調査を行っております。5 月の段階では地震

被害の全体的な調査に加えて、さまざまな避難

所を回らせていただきました。そこである程度

の避難所生活の全容が得られましたので、もう

少し詳しくということで、第 2 回、第 3 回と調

査を行っております。

　5 月、8 月、10 月と被災地を回りましたが、

現状として壊れた建物等の撤去等はなかなか進

まないような状況でした。同じところに3回行っ

ておりますが、壊れた建物はそのまま残ってい

豊橋技術科学大学　勝野幸司准教授による報告の様子
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るといった状況でした。ただ、この間、仮設住

宅ができたり、体育館の避難所の整備が進んだ

り、いろいろな避難生活が変わっていったこと

で、なかなか目に見えることのない実態のとこ

ろをわれわれは調査をしました。

　以上を踏まえて、時系列で調査内容の報告を

させていただきます。

■第 1 回目調査：被災地全般での支援者への聞

き取り

　まず、5 月は、熊本地震で被害があった熊本

市や益城町等を中心に被災地全般を回っており

ます。ここでは避難所生活、あるいは学校等が

中心となりますが、そういったところの視察を

させていただきました。

　1 つ目は屋内避難です。避難生活は屋内が本

当は原則です。これは東日本大震災でもそうで

したが、初期段階では避難所は非常に混雑をす

る状況が見られます。ただし、避難所自体が建

物の被害を受け、度重なる余震があるので、そ

の不安から避難所へ行かずに避難所の外で避難

をされる方が非常に多かったことが分かりまし

た。

　通常の避難空間となるところだけではなく、

通路等にも生活感があふれていました。避難所

に入れなかった方、あるいは入らなかった方が

おられますが、大規模な駐車場に車で避難をさ

れている方は、このようにブルーシートをかけ

る、あるいはテントを張って生活していました。

日中はその車に乗って仕事に行ったり、自宅の

片付けに行ったりとのことで、車を使うわけで

すが、夜に戻ってきてここで生活をするので、

その場所が取られないように自転車やペットボ

トル等を置いて場所を取っているところが多く

見られました。

　この段階では被災者の方々に直接お話を聞く

のは厳しい状況でしたので、支援をされていた

方々にお話を伺うと、やはりプライバシーの確

保のために車が大事で、先ほど申し上げたとお

り、生活や仕事のための移動手段として車は重

要であると言っていました。

　そして、こういった車が多く集まるのはやは

り大型駐車場や公共施設や店舗です。そのよう

なところが避難生活の拠点となっていました。

もともと指定されていた避難所ではありません

が、そこに車が集まって避難拠点のようなもの

ができて、そこに後から情報や物資による支援

が加わるといった状況が見受けられました。

■第 2回目調査：避難所にて被災者へ聞き取り

　以上を踏まえて、第 2 回の調査では、避難所

の方に直接お話を聞くことと、避難所の運営者

や、被災者の支援団体の方への聞き取りを行い

ました。

　そこで分かったことは、車中避難経験者が非

常に多かったことです。期間もまちまちで、1

日だけの人もいれば、数カ月におよぶ人もいて、

8 月の段階でもまだ車中避難をされている方も

いる状況でした。理由は、余震や自宅の安全性

の不安が中心でした。

　2 回目の調査は 8 月でしたが、地震が起きた

4 月からはかなり暑くなっていたので、それに

よって生活場所を変えざるを得なくなっている

といった世帯も見られました。その他、自宅は

近所だが洗濯機の調子が悪いので洗濯機を使い

に来たとか、友達が避難所にいるので子どもを

遊ばせに来るとか、あるいは涼みに来るとか、

何となくその地域の生活拠点に避難所がなって

いることが分かりました。車中やテント以外に

も、ビニールハウス等で生活をする等、いろい

ろな生活形態を取っていた方がいたこともこの

段階で分かりました。

　避難所の中に入らない理由を聞いてみると、

農家の方等は非常に朝が早くて、3 時や 4 時に

起きて出掛けるので、他の人を起こしてしまう

から迷惑が掛かるので入らないとか、夜勤の仕

事なので帰りが遅いから入らないといった方も

見られました。ペットがいるから交代で外にテ

ントを張って生活を送る方も多かったです。

■第 3 回目調査：仮設住宅入居までの生活拠点

の変遷について

　そして、3回目の調査をした 10 月にはさらに

詳しく、仮設住宅に入居をするまでに生活拠点

がどのように変わったのかを調査しました。こ

れによって避難生活の詳細が把握できたと考え

ています。聞き取りは仮設住宅の入居者に対す

るものと、行政担当や NPO の方への聞き取りを

行っています。

　その中で、きょうは西原村の仮設住宅につい

て報告をしたいと思います。

　西原村は最も被害が大きかった益城町あるい

は南阿蘇村に挟まれたところにあります。調査

項目は、世帯の属性ですとか、前震から仮設に

入られるまでの生活拠点や生活行動の変化、そ

の変化の理由、こういったところを聞いており

ます。

　西原村は、布田川断層が山沿いに通っていま

す。4 月 14 日の前震では震度 6 弱、本震では震

度 7 を記録した非常に大きな被害が出たところ

です。人口は 6,700 人と少ないですが、被害戸

数は 2,358 戸で、人口 1 人当たりの被害戸数は

南阿蘇村や益城町に比べても多い状況です。

　5 月の段階で西原中学校が避難所になってい

ましたが、駐車場には車中泊をしている方がか

なりいる状況でした。西原村でお話を聞くこと

ができた 67 世帯の 4 月から仮設住宅に入居を

されるまで、あるいは 10 月までの生活場所を

一覧にしてみますと、非常にさまざまな生活の

パターン、変化のパターンが見られることが分

かりました。各時期にどのぐらいの方がどこで

生活をしていたかをヒアリングをしましたが、

その場所としてはおおむね避難所、自宅、車中、

親戚・知人宅、その他、仮設住宅でした。

　生活場所の変化を簡単にまとめてみました。

これを大まかに見てみますと、前震直後、ある

いは本震直後に避難所に入った方は、その後

ずっと避難所におられるか、あるいは親戚の方

の家に行く等、割と生活拠点としては安定する

傾向があることが見えてきました。一方で、前

震直後から、あるいは本震後に車中泊を選択さ

れた方で、避難所に行く方は 3 割程度しかおら

ず、その他そのまま車中泊を続けたり、会社に

寝泊まりをしたり、ということが見られました。

あるいは一部の車中避難が長期化していること

が分かりました。

　ということで、早期に避難場所を選択しない、

あるいは選択できない場合は、その後の避難生

活の予定が多様化する、つまり不安定化をする

のではないかということで、この辺りはどのよ

うな生活をたどられていったのかを、少し例を

挙げてご紹介します。

　まず、非常に短期間でいろいろな生活拠点を

経験された方の例です。これはお年寄りの世帯

です。最初に自宅におられて、本震の後に自宅

がダメージを受けて、グラウンドに車中泊で逃

げます。ところが高齢なので避難所に連れて

いってもらって、その後にいったん避難所に入

ります。車中にいた理由は、やはり避難所がいっ

ぱいで入れなかったとのことで、車中泊を余儀

なくされていた方です。

　そして、避難所に入りますが、そこでまた体

調を崩したので、中学校の体育館から教室に移

ります。ところが、学校が再開されたため出ざ

るを得なくなって、そのまま別の町にある子ど

もの家に移りました。高齢者は体調のこと等も

ありますので、避難所以外の選択肢を取りにく

く、やむを得ず車中泊をしていたという例です。

　次に、避難所の周辺のさまざまな場所を生活

拠点として利用されていた方の例です。前震直

後、自宅の車庫で生活をし、その後 2 つに分か

れます。避難所となっていた保育園と、中学校

のグラウンドでのテント暮らし、この 2 つのパ

ターンをずっと 7 月の中旬まで併用されていま

す。避難所に入らない理由は、プライベートス

ペースが欲しいとのことでした。これが 7 月中

旬まで続いて、その後仮設住宅に入居をしまし

た。家族が多いと複数の生活拠点を利用するこ

とが多いことが分かりました。これは、仕事場

や、学校の場所などが影響しています。

　それからもう 1 つは、自宅を拠点とされてい

る場合です。本震後、母屋はダメージを受けま
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したが、この方のところは幸い離れがありまし

た。離れは半壊のダメージでしたが何とか使え

ましたが、ここと中学校のグラウンドの車中泊

を併用されていました。その後、中学校を出て

自宅の敷地内にテントを張って、自宅の敷地内

で生活をしていますが、母屋ではなく離れとテ

ントで生活をされていました。避難所に入らな

い理由はペットがいるからで、こういった世帯

は他にも見られました。

　最初から避難所に入ることを選択から除外し

ている方もいました。前震の後から避難所の広

場で車中泊をし、自宅はかなり壊れていたため

その後テント暮らしを経て、仮設住宅に移りま

した。避難所に入らない理由をきくと、余震が

相当続いており内部空間が不安なので、外のテ

ントが良いとのことでした。

■まとめ

　以上、簡単ですがまとめます。まず 1つ目に、

体育館のような大きな空間に人間のスケールは

なかなか合いません。プライバシーの問題や、

余震の不安が増幅されるので、そのミスマッチ

の課題は今後も続くと思います。それと、ペッ

トや障害者等への配慮も必要です。この辺りが

課題だと思います。

　2 つ目に、避難所外避難の選択理由が今後の

対策への示唆になると考えられます。

結果しして避難所に入らないことを選択した

方々の主な理由としては、人数が多過ぎて入れ

ない、プライバシーを得たい、他の方への気遣

いが挙げられました。この辺りは避難所運営の

課題として挙げられると考えます。

　最初から避難所に入ることを選択から除外し

ていた方も少なからずおり、自力で生活拠点を

つくることができる、あるいはさまざまな生活

の物資やいろいろな要求がありますが、それに

応じて生活の拠点を使い分けたいという理由が

挙げられました。

　3 つ目に、多様な避難生活への対応です。今

回は調べると非常に多くの生活パターンが見ら

れました。他に同じところもあるかもしれませ

んが、熊本はかなり特殊で、自動車が多かった

り、あるいは農業が盛んであったり、そのよう

な地域性が避難生活に色濃く出ていると感じら

れました。

　避難所外避難者への支援は、避難所に入らな

いが場所として、例えば駐車場等を提供するこ

とだけでなく、生活支援機能のサポートをする

といった問題があります。

　最後になりますが、地域内の避難所はいっぱ

いになる場合もありますので、被災地の外へ頼

れる方がいらっしゃる方は、一時避難先をあら

かじめ確保しておくとよいでしょう。家を離れ

ることが不安といった問題がありますが、災害

が起こる前にそのようなめどがある程度立って

いるとスムーズな生活が送れると感じられまし

た。

企業・組織の事業継続と社会のレジリエンス～災害、危機事象を乗り越えられる会社のために～

　東北大学災害科学国際研究所　丸谷 浩明 教授

　本日は、「企業・組織の事業継続と社会のレ

ジリエンス」といったテーマですが、最初に申

し上げておきたいのは、生活を復興するペース

と、企業・産業が復興するペースは、実は少し

時間のスケールが違います。生活として復興に

動くよりも、実は企業のほうが早く動かないと

うまく復興ができないのです。そのため、あら

かじめの備えをしておかないと企業の場合はか

なり大きな影響が出てしまいます。そのような

ことをお話ししていきたいと思います。

　まず、近年の災害で、大きな企業の被害やそ

れが社会的に大きな問題となった例のご紹介を

して、どうして事前に備えなければならないの

かを理解していただきたいと思います。

■復旧は迅速に、取引先に切られないように

　12 年前に新潟県中越地震が起こりました。こ

の被災の中で一番有名だったのは、半導体産業

のＮ社です。基本的にこの企業は事業継続に失

敗をしてしまいました。ただ、この企業は、次

に起こった新潟県中越沖地震ではうまく災害対

応ができました。どのように失敗したかという

と、被災後、なかなか工場の中に入れませんで

した。入れない理由は、ここでは生産に毒物を

使っており、熊本地震と同じように新潟県中越

地震は非常に余震が多かったので、余震を恐れ

て中に入ることがためらわれるという状況が

ずっと続く中で、1 カ月、2 カ月と復旧ができ

ずに過ぎてしまいました。

　復旧・復興というと、皆さまは災害からの復

興は 1 年 2 年 3 年とかかるだろうと思うでしょ

うが、この企業は 2 カ月で復旧をしなければ顧

客を失う環境にありました。企業の場合、取引

先との関係が大事で、企業が自分の災害対応を

考えるとき、自分の仕事がどのぐらい中断する

と仕事の継続が危なくなるのかを考えることが

第一になります。

　その期間は企業ごと、産業・業種ごとにかな

り違うのですが、それを理解して取引先に切ら

れないようにするのが第一の関門になります。

第一の関門に失敗をしたからといって会社がつ

ぶれるわけではないかもしれませんが、大打撃

を受けることは間違いありません。

東北大学災害科学国際研究所　丸谷 浩明 教授による報告の様子
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　なぜこの会社が 2 カ月で復旧しなければなら

なかったのでしょうか。半導体産業は供給先の

企業から、日頃よりさまざまな設計の変更や仕

様の変更を相談されがら、日々改善をしていま

す。取引先は、多くの場合、被災地の外にあり

ますので、被災地外は平常時の営業活動が行わ

れています。そこで、2 カ月間も供給できずに

いると、元の被災した工場が直っても、そこか

らの供給に戻すとかえってやりにくいし、コス

トが高くなってしまうのです。すなわち、被災

企業の代わりに供給者となる企業は、最初は新

しい取引先なので、いろいろと調整をしながら

合わせていくので大変なのですが、だんだんこ

ちらのほうがやりやすくなってくるのです。

　ですから、被災企業が復旧に2カ月以上かかっ

てしまったことで、この工場は事業継続に失敗

をしてしまいました。取引先を失ってしまい、

復旧後に一から営業をすることになってしまい

ました。結局、この企業は他の関連の会社と合

併をする形となり、会社の単独での存続はでき

なくなりました。

■代替となる企業がない場合…供給責任

　次に、新潟県中越沖地震です。柏崎にＲ社の

工場があります。これは事業継続には成功しま

したが、ぎりぎりで成功したような感じです。

　ピストンリングという部材は、車のエンジン

のピストンで働く重要な部品で、多くの車種で

Ｒ社の柏崎工場が唯一の生産拠点でした。その

国内シェアは 50 パーセント以上でした。

　代わりに供給ができる別の国内工場はなく、

外国のピストンリングの生産工場に新しく合わ

せたラインをつくって復旧させるか、ここを復

旧させるかどちらが早いかを考え、そんなに大

きな被害ではないことが分かり、頑張れば 1 ヵ

月以内で復旧ができるだろうと先遣隊が明らか

にしました。

　そこで、トヨタや日産、ホンダといった企業

がＲ社の工場の復旧を全面支援しました。この

工場には、地域に協力会社や下請会社が多くあ

りました。これら下請会社も一緒に直さないと

生産が再開できないので、下請会社に突然トヨ

タ、日産などの関係会社の人が現れて「復旧を

手伝わせてください」と言ったそうです。「お

金をお支払いできません」と言うと、「無料で

やります」と言われたそうです。

　このＲという会社は、この復旧が一段落した

後、事業継続計画、BCP をしっかり作るように

と徹底的に指導を受けました。それで、この会

社は埼玉県に別の工場を持っていますが、そこ

と同じ材料を作れるように代替生産ラインを造

りました。

　それから、当時、本格生産復旧のためには水

道供給が最後のネックとなりました。柏崎市の

水道局が供給者でしたが、あまりにも大きな影

響が生じたので、市長と県知事が判断して、優

先してこちらの工場の復旧をさせました。その

ようなことまで産業界として求めてしまったこ

とに反省もあり、結局、自前で井戸を掘ること

を余儀なくされました。今後は水道が止まった

としても、自分の井戸で事業継続できるように

するためです。

　東日本大震災でも自動車産業が影響を受けま

した。この会社も早期復旧に成功し、タイプと

しては前のＲ社と同じです。この工場が作って

いたのは車のマイクロコンピューターで、車は

コンピューター制御でいろいろと便利になって

いますが、多くの車種でその生産がこの工場だ

けで行われていました。

　どうしてこの工場だけで生産していたのか完

成車メーカーにも反省してもらいたいのです

が、以前は、複数の企業が作っていましたが、

どんどんコストダウンを求めていくうちに採算

が合わなくなり、1 社生産でやるしかなくなっ

た可能性があります。それで、大量生産でコス

トを下げていたなら、裏目に出てしまったよう

な感じです。

　1社生産になっていることは、完成車メーカー

も当然分かっています。平常時は産業界とすれ

ばコストダウンが重要なので、コストダウン対

このような代替生産力といった災害時のレジリ

エンス、柔軟性のような話を、いつも産業界は

見比べてやっていく状況です。しかし、いざ生

産が止まると、マイクロコンピューターは精密

部品ですので、他のところで一から工場を造る

ことも、他の工場で代替生産することも難しい

わけです。被災直後は、復旧に半年ほどかかる

だろうと言われました。それを、各社の協力で

最終的には半分ぐらいの期間に短縮をしまし

た。この会社も後で、国内の別工場で同じよう

な生産をできるようにさせられています。

　皆さんご自身の会社が、社会の中でどういっ

た役割を担っていて、大災害で生産が止まるこ

とによってどのような迷惑が掛かるかは、供給

責任というキーワードで考えていただく必要が

あります。

■平常時から早く復旧できるよう準備をする

　代わりの生産ができないとなると、直に供給

責任を問われます。生産が止まれば下流の企業

が必死に支援するのですが、その次に大きな事

業継続の宿題を課されます。そして、コストを

掛けてでもその対応をしなければ許されない状

況になります。

　ですから、まず、被害がある程度の範囲内で

あれば早く復旧ができるような準備をしておい

てください。ある程度とは、災害被害があまり

にも大きければ復旧するのにどうしても半年か

ら 1 年はかかります。そこで、自社で代替拠点

を日本でも海外でも用意できるならよいのです

が、中堅企業以下の場合には、それは容易では

ないでしょう。そしてその一歩は、企業がお互

い協力をすること、他企業と連携をしていくこ

とが考えられます。実際、大企業といっても、

同じ製品を何カ所の工場で作っていることは多

くないかもしれません。

　ですから、日本の生産の重要な産業の中で、

どこかの部品メーカーなどサプライチェーンの

途中の企業がやられることによって、産業の生

産が何ヶ月止まることを避けることは、残念な

がら次の大災害でも難しいと思われます。かと

いって諦めていたのでは前に進めませんので、

それぞれの供給責任をできる範囲は果たしてい

ただき、それ以上の件については日本全体とし

て、そういったことが起こった場合の体制を取

ることを考えていかないと、日本経済自体が信

用を失ってしまいます。

■小さな企業の場合

　さて、小さな企業に目を向けたいと思います。

私が 3 年ほど前に東北大学に移った後、一昨年

と昨年に、東日本大震災で早期復旧を果たした

地元企業の十数社の経営者の方々等を中心に、

現地にお話を伺ってきました。

　事前に BCP を持っていなかった企業が多い

ですが、結論から言うと、その中堅中小企業

に BCP の文書を持っていただくことが大事なの

ではなく、むしろ災害が発生した際に、経営層

の認識、そして現場でそれぞれの部署の責任を

持ってらっしゃる方々の認識に、実効性のある

備えがあるかどうかが重要だと分かりました。

つまり、BCP 文書を形だけ持っていても事業継

続ができなかった企業も多くあったということ

です。

＜代替拠点の確保＞

　それで、まず重要なことの 1 つ目は代替拠点

の確保です。豊橋のエリアで災害が発生した場

合、津波にやられてしまう事業所は、その場で

の復旧はほぼ難しいです。なぜかというと、海

水に浸かってしまったら、機械、通信、電力ネッ

トワークが使えることはほぼ考えにくいので

す。津波の被害があれば、地域全体のインフラ

や電力等も駄目になりますので、それを復旧さ

せてからでないと自家発電をやったところで、

そこで復旧をするのはほぼ不可能です。よく行

政の方はあまり認識をされずに「皆さん、頑張っ

て事業継続をやりましょう」と言われますが、

インフラ・ライフラインの復旧がないと企業も

現地復旧はできません。

　私が聞いた企業では、被害があった日や翌日
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から、自分は代わりにどこで仕事ができるのか

を探し始めたところが早く復旧ができました。

　中小企業であれば当然経営者自らが直後から

探すのですが、平常時の人的ネットワークが有

効だったようです。つまりこの地域は津波など

でやられたら危ないと思っているのなら、平常

時から自分の人的ネットワークで代わりの場所

を貸してくれる、売ってくれる、使わせてくれ

るところのあてを探す認識を持っておくことが

大事になります。

＜取引先との連絡＞

　2 つ目は、取引先との連携です。取引先に、

まず自分の被害の状況を早く知らせることが何

よりも重要です。例えば、自分の被害や復旧の

めどを知らせるのは企業の供給責任として最低

限必要です。ただ、本人が大きな被害で連絡が

取れない状況であれば、それは仕方がありませ

ん。問題は、ある程度復旧ができそうであった

り、あるいは代わりの工場で何とか継続ができ

そうであったりすれば、取引先に早く連絡をす

ることが必要です。

　水産加工業の例を申し上げると、この企業は

津波で幾つかの事業所がやられてしまいました

が、高台にある工場は無事で、そこを使いなが

ら何とか生産をしたいと思いました。中国と地

元の両方から水産加工の材料の供給を受けてい

ましたが、地元は海が全て駄目になってしまっ

ているので、供給を受けるのはもう無理でした。

　この場合は、中国からの材料をいかに自分た

ちが買えるかが事業継続のためのポイントにな

ります。売り先の企業の地域で大きな地震と津

波があったと知れば、中国の会社はもう買って

もらえないと思い売り先を新たに早く探したい

と動くのです。一種の風評被害のようなもので

す。それを乗り越えるために自分は買えるのだ、

買わせてほしいと連絡をしなければなりませ

ん。その水産加工会社は、それを行ったことで

再開をかなり早く始められました。

　こういった早期の復旧はどんなメリットがあ

るかですが、その一部は、実際に聞いてみなけ

れば私にも分かりませんでした。教えてもらっ

たのは、被災地の中で早期に復旧をした会社の

産品は、例えば東京や大阪など大きな消費地で

行われる復旧支援、復興支援のセールで、バイ

ヤーのスーパー・百貨店等が被災地から買える

ものを探してくれるので売れます。それで、今

まで東京等に販売先を得られなかった企業が、

東京等に初めて進出できたといった話もありま

した。

　企業にとって、復旧のスピードは非常に重要

です。大きな災害が起こった後の市場環境は大

きく変わりますので、起こるべき市場環境の変

化を想定した上で復旧を考えていかないと上手

くいきません。それにうまく乗れれば、災害の

被災をうまく活用できるかもしれません。

　そういった意味で、事業継続を考えていただ

く場合、単なる防災対策よりも、今申し上げて

いたような復旧の戦略を持った上で準備をして

いくことです。地味な投資、準備だけでなく、

経営者の大胆な発想を持っておくといいだろう

と言えます。

＜従業員への教育＞

　3 つ目は従業員の話です。今までは経営層の

お話でしたが、従業員は自分が任された場所が

復旧できるか、少しでも早く復旧をするために

はどうすればいいのかを、具体的に教育を受け

て学んでもらうことが大事です。

　従業員が復旧に必要なリソースを認識し、経

営者の指示を待たずに考えて、提案できること

が重要です。具体例ですが、仙台で廃棄物処理

業をしているＳ社の例です。沿岸部に幾つか廃

棄物処理のプラントがあり、多くはやられたけ

れども幾つかは残りました。

　ただ、そのプラントも全面的に停電になって

いて、使えるかどうか分かりません。通電して

試験操業をしてみて、何が壊れているかを把握

しないと進みません。経営者もとにかく早く復

旧させたかったのですが、頭が回らない中で、

従業員から「非常用電源の設備を借りてきてい

いですか」といった提案があったそうです。近

くに発電機を貸してくれる事業所があり、被害

で貸し先が借りに来ないだろうから貸してくれ

るのではないかと従業員が思いついたのです。

これで、商用電力が回復する前に点検ができ、

通電と同時に早期復旧ができたのです。

　Ｓ社は、従業員に対する BCP の教育では、分

厚い BCP の文章を読ませて勉強をさせることは

無理だと判断し、必要なことを絞った薄いマ

ニュアルで教育をし、特に強調をしたのは、従

業員が、災害が起きても給料をもらい続けるた

めには会社の経営が存続しなければ駄目だとい

う、この当たり前の話だったそうです。そして、

自分の仕事が継続できるために何が必要かをよ

く理解をしてもらったとのことでした。事業継

続の考え方は、ある仕事をするために必要なリ

ソース（人的なリソース、機械や材料、あるい

は場所や情報やインフラ）がすべてそろって初

めて業務が実施できることを重視するのが基本

です。それが従業員に理解されていたと考えら

れます。

　それから、行政の方や研究者でも誤解をして

いることが多いのですが、大きな企業は余裕が

あるから災害が起こって自分の事業が止まって

も給料を払い続けられると思っているようで

す。だから、「とにかく雇用を切らないでくだ

さい」と言うのです。確かに雇用を切らないた

めに助成金もありますよね。その人たちを切ら

ずに研修のような形で回しておいて、それでい

ざ生産ができるようになったら、そこに従事さ

せるわけです。ただ、復旧ができるめどがない

のにその制度は使えないだろうと思います。

　例えば津波のエリアでインフラが復旧をする

までに 1 年以上かかるかもしれない状況であっ

たとき、そのようなもので雇用をつなごうとし

ても結局は無理なのです。給料を払い続けるこ

とができなくなったら、早く雇用を切って、失

業手当の世界に出してあげて、その方々が自分

で別の仕事を探すようにするほうが、企業に

とっても雇用者にとっても実際的ではないで

しょうか。東日本大震災でも、大きな被害があっ

たところでは雇用を切っています。

　中小企業ですと、財務的にいって 2 カ月間何

も収入がないのに給料を払い続けたら会社は傾

きます。ですから、行政には「そのようなこと

を言ったら駄目ですよ、会社がつぶれます。会

社がつぶれないで休眠状態にして、インフラが

復旧したらもう一回チャンスが出たら、それで

再雇用としないと、会社自体が倒産してしまっ

たら復旧自体がなくなってしまいますよ」と

いったことを言います。

■企業と行政の連携の必要性

　次に、熊本地震の被害です。私は実際に熊本

に 2 度今行っていて、3 回目は来年に行くつも

りです。震度 7 はすごいですね。震度 7 で被災

した市街地を見たら、本当に大変だと思いまし

た。

　益城町の一番大きな被害があった市街地の道

路には断層が走っていて、地盤がゆがんでいま

す。その断層からほど近い益城町の本庁舎も耐

震補強をしたばかりでしたが使えなくなりまし

た。宇土市役所は、もともと耐震性は危ないと

言われていたのですが、4 階部分がつぶれまし

た。そして、この建物がいつ倒壊するか分から

ない状況なので、周りの庁舎も使えなくなりま

した。

　使えなくなった庁舎の前にテントを張って対

応といったことでは、電力は最低限あるでしょ

うが、パソコン等をつなぐネットワークなどは

ないでしょうから、パソコン間の通信、パソコ

ンからの大量の印刷などは使えない状況でしょ

う。それでは、行政の情報の処理能力は著しく

低下します。ですから、あらかじめ代替点検を

決めておかないと、平常時にできていた仕事が

ほとんどできなくなります。

　例えば、益城町には避難所が数十か所できた

らしいのです。しかも多くは、指定避難所では

ない場所にできました。ちなみに、記録を拝見

する限り、益城町は、指定避難所には町役場の

職員を送っていますが、指定避難所ではない場
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熊本地震を教訓とした東三河の地域連携

　豊橋技術科学大学　名執　潔 特任教授

　本日与えられたテーマの「熊本地震を教訓と

した東三河の地域連携」ですが、熊本地震は復

興というよりも、まだ復旧のプロセスになると

思います。

　先月私は熊本に行ってまいりました。益城町

の町役場がまだ立ち入り禁止でした。周囲の民

家もブルーシートがかかったまま放置をされて

いるものが多かったです。熊本市役所では、罹

災証明を求める方で長蛇の列ができていまし

た。罹災証明を受けることは生活再建の第一歩

だろうと思うのですが、そのプロセスに、まだ

あれだけの数の方がいることを知って、また認

識を新たにしました。

　あくまで私見ですが、今回の調査等で考えた

ことを少しご紹介します。

■自治体の手に負えない災害が発生する可能性

　まず、1 番目、ご案内のとおり、この日本に

おける災害対策は基本的には基礎自治体、市町

村が対応をすることが前提です。市町村も手に

余ったときは都道府県が助けにいきます。都道

府県の手にも余ったら国が出ていくことが原則

になっています。東日本大震災より少しルール

が変わり、市町村が明らかに限界のときには、

とび越えて上から助けが出せるようにはなりま

したが、原則的には基礎自治体の仕事になって

います。

　今回の熊本地震では、被害の規模が圧倒的で

市町村あるいは都道府県の手に負えない状況が

出てきました。もっと言うならば、これから先

豊橋技術科学大学　名執　潔 特任教授による報告の様子

所には町役場の職員を送れていません。行政と

して災害対策本部を置く拠点には、電気・通信

が通って、IT 機材が使えるかどうか、それから

住民基本台帳のような情報をしっかりと災害の

初めから活用ができるかどうか考えておかない

と、避難所の情報の収集・整理・処理といった

基本作業だけでも半日、1 日と対応が遅れてい

きます。その後、その遅れをずっと引きずって

いて、例えば建物の応急危険度判定や罹災証明

の遅れにどんどんつながっていくのです。

　それから、大災害はめったにやってきません

から、被災市町村の職員は災害発生時、ほぼ災

害対応の素人です。素人がやったら専門的なス

キルが必要なことは失敗するのは当然でしょ

う。今回の熊本地震で、熊本市は大地震を想定

した避難所運営や物資配送は全く想定をしてお

らず、特に、最初、物資を自分たちで運んで、

自分たちで配ろうとしました。それが失敗の原

因となることは今までの災害でも明らかです。

今日のテーマと少し違いますが、行政として専

門性のある企業と早く連携をすべきことを、ぜ

ひ強調したいと思います。

■戦略的な対応が取引先の安心につながる　

　今回の熊本地震でも多くの企業が被災しまし

た。大きな被害が出た工場の典型例は、Ａ社

の熊本工場です。ここで集中生産していたある

ドア部品の生産が止まり、現地の復旧と工場再

建に半年かかっています。ただし、被災後すぐ

に重要な機械を被災した工場から外に取り出し

て運んで、別のところで生産をしました。さら

に、初動段階では外国からの輸入で対応をしま

した。日本国内唯一の生産工場と言われていた

ので、最初は産業全体への波及をとても心配し

ましたが、外国からの代替供給、続いて代替拠

点の生産により大事になりませんでした。供給

責任を果たすためになるべく早く供給する戦略

的な対応が取れたということです。

■情報発信の手段を整備する…隣県以上の同業

他社との連携

　情報発信は、本社以外からも情報発信ができ

るように整えておいてほしいところです。関係

会社でも社長の自宅でもいいですから、自分か

ら発信ができるところを相手方にも知らせてお

きます。代表の電話番号が途切れたときでも、

代わりの連絡先を周知しておいてください。

　さらに、遠くの企業さんと連携して、隣県以

上離れているところ、同時被災しないところで

連携をしておくと有効です。同じ県内の場合、

同業他社は多くは競争相手ですが、隣県以上離

れれば補完関係を構築できるのではないでしょ

うか。

■企業の復旧は時間という概念が重要

　最後に、経営者としては、事業継続に対する

考え方、取り組み方、心構えをもち、従業員と

しては、自分としてできることをしっかり考え

れば、BCP という文書をつくることが偉いわけ

では全くありません。

　また、あらためて強調したいのは企業の場合

には時間という概念がとても重要です。ですか

ら、行政、あるいは地域の住民の方も企業が早

く復旧すれば、それだけ地域が早く復旧する

チャンスがあることにご理解をいただきたいの

です。企業は被災者が悲しんでいる一方で活動

を再開しないと復旧が順調にいかないという厳

しい現実がありますので、避難所などでも、企

業活動の早期の再開にご理解をいただければと

思います。
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は人口減少に伴って基礎自治体の力が弱まって

いくのが全国的な動向だろうと思われるので、

公助や共助の防災力はあてにならなくなるので

はないでしょうか。あらためて自助というもの

の重要性が浮き彫りになったと思っています。

■自宅避難という新たな備え

　最近国でもルールが変わって、従前は 3 日程

度だったものを、今は家庭で 1 週間分の食料

や水を備蓄することが望ましいことになりまし

た。わたしのところで開催をしている市民向け

防災講座の中でも、自宅避難という考え方がク

ローズアップされました。

　避難所設営に大変ご苦労をされた森江先生の

前で言うのもなんですが、基本的に避難所は和

式のトイレですし、プライバシーもなく、居住

環境的にはよくありません。自宅で避難ができ

たことに越したことありません。そういった備

えをしておいたほうがいいことが、またあらた

めて明らかになったと思っています。

■自動車での避難と車中泊

　2 番目は、今回、指定避難所以外に逃げ込ま

れる方が多かったのです。自動車の中で避難を

するとか、あるいは大学は基本的に避難所に指

定をされていませんが、熊本大学にどんどんと

避難民が押しかけていって、学校としては逃げ

込んでくる人を追い出すわけにはいかず、必要

最小限の対応を取らざるを得なかったという話

も聞いています。

　考えてみると自動車で逃げ出せるのはある意

味で、自分で自分の身を守る一つの手段でもあ

り、優れた自助の形式なのかなという気もしま

す。その一方で行政サイドから見ると、誰がど

こに逃げ込んでいるのか分からなくなるなど、

熊本市は完全にお手上げになったと聞いており

ます。その公助と自助とのベストミックスにつ

いては、あらためてあり方を考えるときに来て

いると思っています。

■学校を避難所として開放する際の教職員との

連携と、教職員の公務員としての自覚

　それから、豊橋市においては、第 1 次の避難

所が市の公民館や市民会館といった施設です。

そこがあふれて、初めて第 2 次避難所としての

学校を使うのだと聞いています。熊本はその区

別はないため、大きな災害があった次の瞬間に

学校の校長先生たちは、自分たちの学校は避難

所に使われると自覚をして鍵を持って走り出し

たと聞いています。その点、豊橋市は、もしか

すると学校の校長先生たちは大きな災害があっ

ても自分たちが災害の避難所になるとは自動的

に認識をしないかもしれないなと、少し危惧を

しました。その辺は今後豊橋市としての課題に

なると個人的な関を持っています。

■産業集積地・豊橋の企業の事業継続計画

　3 番目は、熊本にでも産業の集積があり、操

業停止に伴って新製品の発売が遅れるというよ

うな形で影響が出ました。恐らく豊橋のこの地

域も、熊本に勝るとも劣らぬ産業集積地であろ

うかと思いますので、企業の責任として事業継

続の配慮をしていただく必要があると言えると

思います。

　最後になります。まさか熊本で大地震が起こ

るとは、と行政の方も民間の方も言われていま

した。そういった意味では東三河も南海トラフ

地震が来るぞと言われ続けてはいるものの、言

われ続けても来ないものですから、やはり少し

意識が低くなっているのではないかという恐れ

があります。

■ CARM としての活動と今後

　その意味でも、私ども防災の立場に立つもの

が、この地域に対して積極的に防災地域の普及

啓発を図っていく必要性は高いだろうというこ

とで、われわれのセンターの活動のご紹介をさ

せていただきます。

　安全安心地域共創リサーチセンターの頭文字

を取って CARM と呼んでいます。基本的には、

豊橋技術科学大学が持つ技術をこの地域に普

及、発展をさせることを目的につくられた組織

です。今の主な活動としては、防災人材のため

の育成プログラムの開発実施ということで、文

科省から事業費を頂戴し、東三河地域の企業に

お勤めの方を主な対象として防災に関する知識

の講義を行ってきていました。今年度から少し

内容の強化をして、本学の研究者が座学で防災

に関する知識の講義をしている従来からの講座

の分と加え、実践力養成講座として豊橋市役所

の防災・消防の担当の方に訓練をしていただい

ています。また、神戸から NPO 法人プラス・アー

ツの理事長である永田さんにも来ていただいて

います。永田さんは阪神淡路大震災以降、この

防災知識を市民に分かりやすく伝えることに関

して大変造詣が深くご活躍の方です。R-30 と

いう雑誌のキャラクターを使って、いろいろな

防災のキャラクターグッズを使ったり、カエル

キャラバンと称して遊びながら防災知識を学べ

るというプログラムを実践されたりしている方

です。これは市民向けの講座としても大変充実

したものになっています。来週は濱田政則先生

に来ていただいて、この三河湾地域で懸念され

ている地盤の液状化についてのご講義をいただ

くことになっています。

　このプログラム開発の背景ですが、この三河

湾に面する形で北から蒲郡地区、御津地区、神

野地区、明海地区、田原地区という 5 つの工業

団地がありますが、これはいわゆる堤防の外側

にあります。それから、工場ばかりの土地です

ので、住民が 1 人もいないこともあり、なかな

か市にとっての防災対策の優先順位がどうして

も低くなりがちでした。ここのそれぞれに立地

している方々が非常に防災に対する問題意識を

持たれて、三河港湾防災・減災連絡会という会

をつくられました。そこの会と連携をする形で

講義を進め、将来的にはさらにこの講義を拡大

させていくことにしています。

　もう 1 つ、東三河地域との連携の事業につい

てご紹介します。東三河地域 8 市町村で「東

三河地域防災協議会」をつくっています。この

協議会と連携して、国土交通省からの地理空間

情報の検討業務として、災害時にどのような情

報を共有すべきなのかということについてアン

ケートを行いました。さらに、今回の熊本地震

の際、基礎自治体がなかなか情報収集をできな

かったことを踏まえて、基礎自治体以外の主体

が情報を収集する、情報共有実験を行うことを

予定しています。具体的な実験内容として、明

海地区と協働して、大規模災害時にこの明海地

区に勤められている方が緊急的に家まで帰って

いくシミュレーション実験を行います。

　今後もいろいろな形でこの東三河地域の地域

防災力の向上に向けてお手伝いをさせていただ

きたいと考えています。
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パネルディスカッション

　コーディネーター：豊橋技術科学大学　斉藤 大樹 教授

　パネリスト［順不同］：

　　森江 一史（熊本市立帯山西小学校長）

　　丸屋 浩明（東北大学災害科学国際研究所　教授）

　　勝野 幸司（豊橋技術科学大学　准教授）

　　名執 　潔（豊橋技術科学大学　特任教授）

　　古海 盛昭（㈱デンソー豊橋製作所　所長）

　　河合 孝始（豊橋市防災危機管理課　課長補佐）

穂苅： パネリストとして、これまでの登壇者に

加えて、地元の企業と自治体を代表して株式会

社デンソー豊橋製作所所長の古海盛昭様、豊橋

市防災危機管理課課長補佐の河合孝始様にご参

加をいただき、ディスカッションを行っていき

ます。モデレーターは安全安心地域共創リサー

チセンター長の斉藤大樹が務めさせていただき

ます。それでは、斉藤先生、よろしくお願いし

ます。

齋藤：パネルディスカッションでは、ご講演を

いただいた方や、パネリストの方に意見をたく

さん聞いてみたいと思っています。

　皆さんは、前半の避難所の話と、後半の事業

継続の話の折り合いをどうやってつけるのだろ

うと思われているかもしれません。私自身、こ

のシンポジウムを企画するときに思ったのは、

自分が被災者になると家族と一緒に避難所に行

かなければなりませんが、一方で職場にも行っ

てきちんと仕事をしなければならないというジ

レンマです。きょうのシンポジウムもそのジレ

ンマをそのままシンポジウムのテーマに持って

きました。

　最初にお話しいただいた森江先生は、本来は

豊橋市の小中学校の先生を全員ここに集めて聞

いていただきたいような素晴らしい講演でし

た。

■これまでのマニュアルを見直す必要性

　早速ですが、私は先生にお聞きしたいことが

あります。先生はご講演の中で「毎日がシナリ

オのないドラマのようだ」というお話と「マニュ

アルどおりにはなかなかいかない」というお話

をされました。今後、今までのマニュアルを見

直す動きはあるのでしょうか。その辺をお聞か

せください。

森江：まさか自分が避難所運営に携わると思っ

ていませんでしたし、職員も同じ気持ちです。

本当にマニュアルを見る暇もありませんでし

た。マニュアルが本当に職員と地域とで共有す

ることもできていませんでした。やはり行政主

導で作ったマニュアルなので、このマニュアル

が次の災害にどう生かされるかという点で、こ

れは自分たちの学校や地域で見直して、それを

また行政に提案していくという取り組みがこれ

から必要だと思っています。齋藤：ありがとう

ございます。豊橋市役所から河合さんが来られ

ています。豊橋市も避難所開設マニュアルがあ

りますが、きょうの森江先生の話を聞いて、何

かお考えをお持ちでしたらお聞かせください。

河合：森江先生の話は本当に心に染みました。

豊橋市も避難所開設運営マニュアルを県のマ

ニュアルを参考にして作成し、ファイル化した

ものを 166 カ所の避難所で保管しています。

　また、名執先生からお話がありましたが、豊

橋市の場合は第１と第２に指定避難所が分かれ

ていますが、大規模災害が起きたときには第１

も第２も関係なく 166 カ所を一遍に開けます。

　そこでの課題認識としては、各校区に一つの

避難所であれば校区自治会防災会役員や、校長

先生のリーダーシップに我々は期待をしていま

すが、166 カ所全てを開けた場合に、各避難所

でリーダーを決め、マニュアルに沿った円滑な

運営ができるのかなど不安はあります。

齋藤：画一的なマニュアルだけではなくて、そ

れぞれの学校に合わせた細かな話し合いやマ

ニュアル作りが必要になってくるような気がし

ました。

■車中泊について

　勝野先生のご報告では、車中泊という言葉が

出てきました。車社会の愛知県のことを思うと

他人ごとではない気がします。勝野先生自身、

この豊橋で大規模地震が起きたときに、やはり

同じような問題が出ると思いますが、さらに深

刻になると思いますか。

勝野：恐らく深刻にはなると思っています。そ

もそもこちらのほうが人口も多いですし、道路

がどのぐらいの被害を受けるか分かりません

が、自動車の保有率も恐らく高いと思います。

普段から車で仕事に行かれている方もかなり多

いのと、車がないと仕事ができない方もかなり

いらっしゃいます。ですから、これはかなり重

要な問題だと考えています。

齋藤：勝野先生のご報告の最後のほうで私が興

味を持ったのは、車中泊に対応した行政の取り

組みが必要ではないかというところです。要す

るに場所を用意しておくだけではなくて、車中

泊をする人の生活支援といった話も出たと記憶

しています。

　そこで、豊橋市の河合さんにお聞きします。

車中泊の問題は、市としてはどのように捉えら

れていますか。

　司会：穂苅 耕介（豊橋技術科学大学　特任助教）
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河合：熊本地震でこれだけクローズアップされ

た車中泊ですので、それまでの想定をはるかに

超える車中泊の被災者が南海トラフ地震のとき

には発生するだろうと想像しています。　

豊橋市としては、先ほど申し上げました第２指

定避難所のうち、84 カ所の小学校、中学校、高

等学校、及び愛知大学のグランドを拠点避難場

所としており、その場所は避難のために車で来

られた方や、あるいはテントを張られる方のス

ペースとして考えています。

　全て含めると大体 96 万平米ぐらいになりま

す。概算ですが車１台の避難スペースを３メー

トルかけ６メートルで 18 平米として考えると、

５万台ほどのスペースができることになりま

す。しかし、次々と増えてきた場合を想定する

とそれでも少ないのかもしれません。

　市内でも先進的な地域では、そういったこと

を踏まえて大きな事業所と個別に協定を結んで

いる地域もあります。しかしながら、自然発生

的に生まれる車中泊についてどのように把握し

て、どのように支援していくのかは大きな課題

であると認識しています。

齋藤：私も勝野先生と一緒に車中泊の状況を見

ていたら、ごみ捨て場とか、子どもを遊ばせる

場所とかは何となく外の避難所というか、屋外

コミュニティのようなものができていた印象が

ありました。ただ、車中泊は健康にも良くない

ということで、無償でどこかの団体がテントを

提供し、次々と車中泊からテント生活に移って

いく動きもあったと記憶しています。

■企業の対応について

　企業の話が出て、私は丸谷先生にぜひ聞きた

いことがあります。先ほどお昼休みに、企業が

存続するためには、例えば被災をして会社に来

られない社員がいて、その社員のために休んだ

期間だけ給料を払うといった手当はできますか

と丸谷先生に質問をしたら、そんなことをして

いたら 2 カ月で会社は倒産をするから、むしろ

雇用を切って失業保険をもらえるようにしてあ

げたほうがいいというドライな意見をいただき

ました。

　まあ、そうなのかなと思う一方で、もう少し

経営者は社員の安全は個人の責任だと言わず

に、社員の家族の安全も経営者は少し面倒を見

るということもあっていいのではないかなと思

いました。丸谷先生、そういった考えは甘いの

でしょうか。

丸谷：時期の問題があるのと、企業がどのぐら

い被害を受けているかの問題があります。社員

に対して経営者が面倒を見ることについては、

熊本地震ではたくさんの例があります。

　先進的なところであれば、ご自宅の被害があ

るのであれば見舞金をあげるとか、食事や必要

な物資をお互いに出し合って自由に持って帰っ

てもらうようにするとか、本当に家族も含めて

経営者が支援をすることの例はありますが、そ

れができるのは、被害がそんなに大きくない企

業です。ですから、被害が大きくなくて復旧も

ある程度できる中では、経営者は従業員の方々

が元気にならないと復旧ができませんので、経

営者としての経営判断としてかなり思い切った

ことをやっています。それは、決して珍しいわ

けではありません。

1人、2人が休業している状況であればそういっ

たこともあり得るでしょう。しかしながら、会

社自体が大きな被害を受けて復旧できないにも

かかわらずお金を払い続ければ倒産をしてしま

います。大きな被害を受けてしまえば、企業に

対して一般的な家族に向けた対策を期待するの

は難しいと思います。

　しかし、大きな被害を受けたら経営者も含め

て支援対象なので、自分の会社もほぼ復旧の見

込みが立たないような経営者にそれを期待する

ことはむしろ意味がありません。そういった経

営者というのは、自分ではいかようにもしがた

いので社会の制度として乗せてもらって支援を

してもらうという決断をせざるを得ません。そ

うした場合には失業手当は一つの手段であっ

て、かつ東日本大震災でも多くの企業がそうせ

ざるを得ませんでした。大きな被害を受けた企

業について、やはり社会全体として救っていた

だくことしかないだろうと思います。

齋藤：ありがとうございます。今度は企業の立

場として古海さんにお聞きします。

　丸谷先生のお話の中にありましたが、事業継

続には代替性という代わりのものが大事だとい

う話になると、大企業はもしかしたら人も被災

したら、その人の代わりがいるよと思ってしま

うのでしょうか。中小企業だと人が欠けると成

り立たなくなるので、その辺は大企業と中小企

業でもしかすると人材に対する考え方が違って

いたりするのかなと思いました。古海さんはど

のように思われますか。

古海：先ほど丸谷先生からお話があったように、

大企業ですと一極集中ではなく分散している場

合もありますので、被災をした地域以外からの

支援に出せる人材はいると思います。

　一方で中小企業となるとそういった形はなか

なか難しいですから、逆にそういった大企業の

ほうからの支援をする必要があると考えます。

齋藤：私がどういった話に持っていきたいかと

いうと、企業の経営者は例えば社員に対して「お

まえはきちんと備蓄をしているか」とか、「お

まえの家はきちんと耐震補強をしているか」と

いったことをもう少し見てあげたらいいのでは

ないかなと思います。

　どうしてもいなければいけない人材は被災を

してもらったら困りますよね。そういった人た

ちへの目配りも大事だと思いましたので、その

ようにならないかなと思いました。

■企業団地の避難所を設けることについて

　古海さんにもう一つお聞きします。森江先生

の話を聞いていて最初に思ったのは、避難所は

いろいろな人が集まるので、トラブルが起きる

と思います。それだったら明海地区で避難所を

つくってはどうでしょうか。明海地区の企業の

人しか来ない避難所ですから、きっとトラブル

もないし、みんなで避難生活のケアをして、企

業の復興も早くなりそうな気がしました。古海

さん、私のアイデアはどう思われますか。

古海：とてもいい提案だと思います。

　明海の工業団地のことを少しご紹介させてい

ただきます。私は明海の工業団地で防災会長を

仰せつかっています。明海は、渥美半島の根元

の田原との境にある工業団地です。

　約 100 企業が集積していて、1 万 1,000 人が

従事しています。豊橋市の工業出荷額の約 47

パーセントのポテンシャルがあり、豊橋市に

とっては本当に重要な地域です。

　ただ、明海地区は堤外地です。堤外地という

と、学校や医療施設といった公共施設がありま

せん。そうすると必然的に避難所が設けられま

せんし、救護所も設置されませんから、明海の

工業団地としては企業連携をしてそういったも

のをつくっていこうという機運が今高まってい

ます。市役所との連携の下に、整備をしていこ

うという状況です。

齋藤：そうですか。それをお聞きしてすごく安

心しました。

　それぞれの講演者とパネリストの方に、他の

人の話を聞いて思ったことを一言ずつ話してい

ただけますか。森江先生からお願いします。

■他講演を聞いて感じたこと

＜地域・行政・企業の連携の大切さ＞

森江：私は学校の避難所の話をしましたが、本

当に避難所にはさまざまな方が避難をされてい

す。私が体験したのは、警察が全く目の見えな

い方を連れて来られて、私に「お願いします」

と言われました。私は体育館で 1 人でした。ど

のように接していこうかということも分かりま

せんでしたが、とにかくトイレの近くで休んで

いただくことだけを考えました。ところが、そ

のトイレが和式トイレでした。きょうはトイ

講演禄
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レの話題も少し出ましたが、やはり学校は避難

所としての課題がまだたくさんあると感じまし

た。

　また、行政との連携という話も出ましたが、

私たちも行政の一人です。学校だからとか、あ

るいは市役所に頼るという発想ではなく、やは

りきょう学んだことは広く地域の皆さん、そし

て企業の皆さんと行政と学校も支え合っていく

必要があると感じました。

＜生活と仕事の両視点から考える＞

勝野：私は、避難所に入らずに仕事を優先され

ているという方々の話を少し報告しましたが、

やはり自分の家の近くよりも働く場所の近くに

避難所があったほうが助かるという方が恐らく

かなりいたのではないかと思います。生活の話

と事業の話をきょうは一緒にされていますが、

全く区切られた話ではなく、一つの生活の中で

双方が折り合いをつけることは非常に重要で

す。

　そういった点で、私はどちらかというと生活

のほうを追い掛けていましたが、どういった仕

事をして、そちらにどのぐらい引っ張られてい

たかということの視点が少し足りなかったと反

省して、今後の調査に生かしていきたいと思い

ました。

＜避難する住民たちもアクティブに動くこと＞

丸谷：まず、最初の森江先生のお話を聞いて、

避難所にこんなに熱意を持って学校が対応した

例があったのかというのは、本当に私としては

驚き、そしてすごく安心をしました。

　最後まで学校主導ではもちろんなくて、いろ

いろな東日本大震災の経験のアドバイスもあっ

て、最初に地域の方、住民の方というように主

導権を渡しつつ、学校として場所を提供されて

いる方と、住民の方までのパスをしていくよう

な運営の形がよく分かって良かったと思いま

す。

　いろいろな連携の中で対処していくしかない

のが実際の避難所の現実だというのが、私の今

までの理解です。こういった学校があるから学

校に頼ればいいといった、そういった趣旨では

ありません。先生のお話の中でいろいろな方々

が連携をされていたので、実際に避難所に入っ

た方が自らいかに早く動いていただけるかとい

うことです。私は学校がお米を集めたという話

を聞いて、どういうことだと思いました。住民

の方自体がとにかく早くアクティブに動けば学

校の先生も少しは楽になったのではないかなと

も思いました。

＜自治体の力を発揮できる条件づくり＞

名執：私は発表の冒頭でかなり端折ったといい

ますか、割り切った取りまとめを述べさせてい

ただいて、少し画一的過ぎたと反省をしていま

す。すなわち、基礎自治体が力不足になること

を強調しましたが、やはり最後のとりではそこ

になるので、基礎的自治体が力を十分に発揮で

きるような条件づくりが大事だと、皆さんのお

話を聞いて考えました。

＜ BCP の必要性を改めて感じる＞

古海：私は、丸谷教授からご説明があった、災

害発生時の企業のリスクと、やはり BCP の必要

性です。やはり早く企業を復旧させないとつぶ

れてしまいます。そこについては本当に共感し、

全企業でやるべきだと感じました。

　実は明海地区内で過去にアンケートを取った

ことがあります。「あなたの企業で BCP を作ら

れていますか」で、100 社ある企業のうちの約

2割が「作っています」と回答がありました。「作

る予定です」という回答が 1 割で、あとの 7 割

が「作っていません、作る気がありません」と

いう回答でした。これは恐らく明海だけではな

くてそれ以外の地域の企業の実態ではないかな

と思います。われわれ明海の工業団地としては

その 7 割の企業の方にもっと危機感を持ってい

ただいて、自分たちの従業員を守り、企業の経

営を推進していくという思いを持ってもらうよ

うな活動を進めていかないといけないと思いま
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した。

＜その時になってやるのではなく日頃からやる

ことの大切さ＞

河合：私は森江先生の「やれる者がやれること

をやれるときにやることが大切である」という

お言葉が大変印象に残りました。事前にマニュ

アルは配布されていたものの、反復訓練が十分

でなかったために残念ながらそれは役に立たな

かった、臨機応変さが求められたという話だっ

たと思います。

　先週末、私は東北の語り部の方のお話をお聞

きする機会がありました。実はその方も同じこ

とをおっしゃっていました。その方は、「災害

のとき、いざ何かをしようと思っても、その時

に考えるのでは駄目だ。そうしたことが当たり

前としてできるようになったときに初めてそれ

ができる」と言っていました。それはつまり、

常日頃の訓練だろうと思いますが、あらためて

反復訓練の大切さを感じました。

■会場からの質問

齋藤：ありがとうございます。

　それでは、会場からパネリストに質問をして

みたいという方がいましたらぜひどうぞ。

参加者 A：きょうは貴重な話をどうもありがと

うございました。

　森江先生は今回の経験をマニュアルにどう反

映させたらいいと思われますか。それと、勝野

先生、車での避難につきまして、この豊橋市も

車の台数が結構多いので、車で行く場合はある

ところで渋滞が起こると思います。そして車で

避難する方々への避難場所のアナウンスも必要

だと思います。いかがでしょうか？

齋藤：最初の質問は、先ほども一度話が出まし

たが、避難所の運営の仕方ですね。

　これから災害が来る可能性が高い豊橋では学

校と市がどのように協力をしてマニュアル作り

をしていけばいいのか、もう一度アドバイスは

ありますか。

森江：私も今回の経験をするまでは、学校の教

員が避難所運営をしなければならないとは思っ

てもいませんでしたし、これは豊橋市だけでは

なく、日本全国の教員はそう思っているのでは

ないかと思います。

　私も教頭先生をしていた時にマニュアルづく

りに関わりましたが、全く自分自身の問題とし

て作ってはいません。この部屋でいいのではな

いかあの部屋でいいのではないかということを

頭の中だけで考えてつくっています。実際に経

験をしてみると、そんなに簡単な問題ではあり

ませんでした。実際にペットを避難所に入れた

い方がいたら、どこのスペースにペットを置け

ばいいかというところまでその方と十分に話し

合いをして決めました。

　ですから、丸谷先生からもありましたように、

今後全ての日本全国の学校の教員が避難所運営

に携わりましょうということを私はきょうお話

ししたわけではなくて、ただ、本当に学校の職

員も含めて自分の地域で災害があったときにど

う動くかという経験を次のマニュアルの見直し

に生かしていければいいと思うのです。

熊本市でも避難所運営のシミュレーションの

ワークショップをやっていこうという取り組み

が、やっと熊本でも始まりました。そのシミュ

レーションの中で、いろいろな今回出てきた課

題を、じゃあどうすればよかったか、次に起き

たらどうするかということを、具体的に考えな

がらマニュアルに生かしていく。それは、まだ

災害がない地域では想定がなかなかできません

から、難しいところではありますが、そのよう

な情報提供は経験した私たちができますし、そ

の前に経験をされた東日本大震災、阪神淡路大

震災の皆さんには、また情報提供を全国の学校、

行政にしていくべきだと思っています。

齋藤：では、もう一つの質問です。これは少し

難しい質問だと思いました。車で避難をするな

と言っても、実際には車を使って避難をする

方々が多そうです。そういった事態にどう対処

をしていくかという話です。勝野先生、何か答

えがありますか。

勝野：渋滞のお話がありましたが、普段から渋

滞をしているようなところもかなり見受けられ

ますので、災害のときもそれはかなり深刻な問

題ではないかと思います。駐車場を確保すると

いうことももちろん大事ですが、その駐車場に

本当にたどり着けるのかも大切です。道路の話

は専門外なので、どのぐらい混むといった詳し

いことは申し上げられませんが、シミュレー

ションを考えていくのは非常に重要です。むや

みに遠くの駐車場に行かないとか、そういっ

た意識をそれぞれが普段から持っておくことで

す。そういった指導をしていくことも大事なの

ではないかと思いました。齋藤：丸谷先生、お

願いします。

丸谷：この問題は少し整理をして考えなければ

いけません。東日本大震災でも車での避難の問

題があり、この前の福島沖の地震でも車の避難

が問題になりました。まず、津波から逃れるた

めに車を使っていいのかという緊急避難での車

の利用の問題と、それから、熊本地震で起こっ

たのは避難所が不足している自体の中で、避難

所の中で入りたくない、あるいは入れない人た

ちが車中にいるという話は全く別問題です。

　ですから、渋滞で問題になるのは、特に緊急

避難で車を使うかの問題で、これは特に堤外地

であるところの企業のエリアはどうやって堤内

に逃げ込むかというときにその車の利用をする

かという問題もあります。これは東北大学でも

研究をしていますが、はっきり言えば回答はな

くて、地域で話し合ってもらうしかありません。

　ところが、実際に今度はこちらでどういった

災害が起こるかという話ですが、まずはこちら

のほうは熊本よりも、例えば避難所の天井が落

ちるといったことに対策を講じていれば避難所

の中に入れないという可能性が低くなりますの

で、車で来るかどうかは別として、実際に車の

中で寝るかどうかの問題のほうが大きいので

す。要するにエコノミークラス症候群にならな

いために車の中で寝なければ、車を持ってきて

いようが歩いてこようが、実際にはその問題は

発生しません。

　恐らく想定からするとこちらの地域のほうは

耐震補強がもっと進んでいるし、地震に対して

の対応も進んでいますから、避難所に入れない

という可能性と、寝られないという可能性はか

なり低くなるでしょう。

　ただ、車を持っていきたい気持ちはどこでも

一緒です。ですから、それは車を持っていきた

いけれど近くに車を置けないのなら歩いてくる

しかないねということもあるけれど、だんだん

生活をすれば避難所の外に車が安全だったら

持ってきます。そうすると、どこに駐車場を持

つかということですが、その車の中ではなるべ

く寝ないようにしていただくことが重要で、そ

のためには熊本の場合にはテントを使いまし

た。ただし、熊本の場合には夏になるとテント

の中は劣悪な環境になるので、中に引っ張るよ

うにしていたという関係もあります。

　ですから、ぜひその辺りはどの時点における

問題であるのかということと、それから避難所

の中で寝られなくなる可能性がどれだけなのか

というのを評価していただいた上で検討をして

いただかないと、これは東北と熊本、あるいは

福岡沖の地震の経験を生かしていただくために

は必要なことだと思います。

参加者 B：明海地区にある企業で安全を担当し

ています。私たちの会社の状況を見てみますと、

津波が起きたときに逃げるところが、うちの会

社の従業員がみんな死んでしまうのではないか

といつも思っています。そこで、何か対策をし

てもらえるとありがたいなと思います。よろし

くお願いします。

古海：明海地区のリスクについても、もちろん

講演禄
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調査をした上で、先ほどの避難所という話を出

しております。

　率直に申し上げて明海の浸水というのは、全

部ではなく地区の一部になると思っています。

今、われわれが避難所を置こうとしているとこ

ろが、4 メートルぐらいの高台です。明海地区

の中にもグラウンドがありますが、そこが一番

高いので、そのグラウンドを使って避難所と救

護所を設置しようと思っています。

齋藤：大きな津波が絶対に来ないとは限らない

ので、やはり油断は禁物かなと思います。明海

地区は集団で避難訓練もされていますし、ぜひ

訓練に参加していただいて、協力して避難をし

ていただけるといいと思っています。

　私は熊本の県庁に伺ったときに県の方に「熊

本大学はどんな役に立ちましたか」と聞きまし

た。そうすると「○○先生は、この専門だから、

このアドバイスをいただいた」という返事が

返ってきました。確かに専門性を生かして個々

の研究者がアドバイスをする、それは当然です。

　私はこの大学に来て 4 年です。私の専門は建

物と構造解析ですが、大学という立場は、きっ

と自治体と行政と市民と企業と、それらを中立

的につなぐような位置にあると思っています。

それで、その中でいろいろなシミュレーション

やノウハウを生かしていくのです。多分それは

東北大学の丸谷先生も同じだと思います。災害

は手ごわいので、やはり連携がキーワードだと

思っています。

会場の様子 意見交換会の様子

講演禄
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豊橋技術科学大学
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Source: GAR 2011
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イザ！カエルキャラバン！は、子どもを中心とする若いファミリー層を対象に、震災時に必要な

「知識」や「技」を身につけてもらうための、全く新しいタイプの防災訓練システムです。ゲーム

感覚で楽しみながら「消火」「救出」「救護」などを学べるワークショッププログラムを開発し、こ

れらのプログラムに子どもたちが積極的に参加するように美術家・藤浩志が展開するおもちゃ

の物々交換プログラム「かえっこバザール」のシステムを組み込みました。このシステムによって、

これまでなかなか防災訓練に参加しなかった若いファミリー層が積極的にプログラムに参加す

るようになりました。2005年神戸で神戸市主催の震災10周年目の記念事業として立ち上がり、

2006年以降は全国各地で開催され、海を渡ったインドネシアやグァテマラ、エルサルバドルで

も開催されています。

［お問合わせ先］ NPO法人プラス・アーツ　〒651-0082 神戸市中央区小野浜町1-4 デザイン・クリエイティブセンター神戸 307　TEL：078-335-1335

イザ！カエルキャラバン！ホームページ http://kaeru-caravan.jp/

地域での
これまでの
防災訓練

ファミリーが多数参加する
新しいカタチの防災訓練

＋

「地域の祭り」や「学校行事」の中に
組み込まれる「防災訓練」へ

●若いファミリーが集まらない
●毎年同じ顔ぶれ
●動員による開催

藤浩志の
「かえっこバザール」
楽しいおもちゃの交換会

●多数のファミリーが参加する
●リピーターが多い
●楽しい

②すきなおもちゃをゲット！①おもちゃをもってこよう！

いらなくなったおもちゃを「かえっこバ
ンク」に持って行くと「カエルポイン
ト」に換えることができる。

「ショップ」に行くと、換えたポイント分
のおもちゃと交換（かえっこ）することが
できる！

Start

ポイントがなくなったり、おもちゃを持っ
てきていない子どもも「防災ワークショ
ップ」を体験するとポイントがもらえる。

たまったポイントで、人気の高いおもちゃ
が並ぶ「オークション」に参加することが
できる。

③カエルポイントをためよう！ ④オークションに参加しよう！

Point Goal

イザ！カエルキャラバン！の仕組み

ジャッキアップゲーム　
地震で家が崩れ、ガレキの下敷きにな
ってしまった人を救出する際、車のジャ
ッキや油圧ジャッキが活用されました。
意外と知られていないジャッキの使い
方を楽しみながら学びます。

おたま劇場
震災のことや、非常時持ち出し品袋の
こと、避難経路のことなど、伝えたいこ
と・学んでほしいことを、人形や紙芝居
などを使って分かりやすく子どもたちに
伝えるプログラムです。

防災体操
防災にちなんだ知恵や技を、体操の動
きに盛り込みました。消火、人命救助な
どイザ！という時の知恵や技を、楽しい
体操を通して学ぶことができます。

〈 防災ワークショップ事例 〉
水消火器で的あてゲーム　
水消火器を使ってカエルの的をくるくる
回し、カエルを振り返らせるゲームです。
普段なかなか使うことがない消火器の
使用手順を、ゲームの中で繰り返し使
うことによって学ぶことができます。

対決！バケツリレー！
震災時には、たくさん火事が発生し、住
民が協力してバケツリレーで火を消す
ことが多かったと言われています。ゴミ
箱や鍋など、水をすくうことのできるも
のでバケツリレーのコツを学びます。

毛布で担架タイムトライアル
震災時、担架の数が追いつかず、毛布
や畳など身の回りにあるものを担架代
わりに用いました。毛布の両端をくるく
る丸めて担架をつくり、重量のあるカエ
ル人形を運びます。

持ち出し品なぁに？クイズ
災害時に役立つ防災グッズを覚える
クイズです。1分間で12品目の持ち出
し品を覚え、答えるプログラムです。答
え合わせで12品目の使い方や重要性
を説明し、学んでもらいます。

紙食器をつくろう
食器がなくなっても、紙で食器がつくれ
ることを学んでもらいます。新聞紙でコ
ップやお皿を折った後、ビニール袋やラ
ップをかぶせ、食器をつくるプログラム
です。

家具転倒防止ワークショップ
ミニチュアを用いて、家具転倒防止グッ
ズの使い方や効果を学んでもらいます。
L型金具や突っ張り棒などを家具に取
り付け、カエル人形が家具の下敷きに
ならないよう助け出すプログラムです。

たくさんのファミリーで賑わう

楽しく学ぶ防災訓練

資料編
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子どもたちの生きる力を育む

避難生活体験キャンプ

キャンプの前半では、様々なサバイバ

ルワークショップを体験し、災害時に

役立つ知恵や技を学びます。

キャンプの後半には、サバイバルワー

クショップで学んだ知恵や技をしっか

りと身につけられているかを試すトラ

イアルに挑戦します。基準をクリアす

れば、知恵や技をマスターした証とし

て「技バッチ」が進呈されます。

キャンプを通して、様々な種類のバッ

チを集めるために、子どもたちは真剣

にプログラムに挑みます。

練習
PRACTICE

様々なサバイバルワークショップを体験し、災害時に役立つ知恵や技を学ぼう！

トライアル
TRIAL

ワークショップで学んだ知恵や技を復習するトライアルに成功すれば、
知恵や技をマスターした証である「技バッチ」がもらえます。

ロープワーク 紙食器づくり ペットボトルろ過器

災害時に必要なことは、ほぼキャンプで学べる。

［お問合わせ先］ NPO法人プラス・アーツ　〒651-0082 神戸市中央区小野浜町1-4 デザイン・クリエイティブセンター神戸 307　TEL：078-335-1335

自宅快適避難グッズリスト
講座に出てきた防災グッズの名前をかいてみよう！

1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
11
12

グッズ名

その他必要な防災グッズに関しては
地震ITSUMO.comを参照ください。　
http://www.jishin-itsumo.com
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本書は、文部科学省の平成 28 年度「成長分野等における中核的人材養成等の戦略的推進」

事業の成果をまとめたものです。

報告書　東三河地域の防災力向上のための地域連携強化による人材養成事業

　　　　平成 28 年度「成長分野等における中核的人材養成等の戦略的推進」

　　    　　　　　　　　            職域プロジェクトＡ（地域版学び直し教育プログラム等の開発・実証）
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